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はじめに 

1 

 

 

山梨県に住む多くの人は、毎日の生活のなかで、小鳥の声を聞いたり、富士山や南アルプスなどの雄

大な山々、きれいな水を湛える湖や川を目にすることができます。季節が変われば、山の色が変わった

ことを感じたり、美しい花が咲いたり、カエルの声が聞こえたりします。これらのことを「自然の恵み」

と感じる人もいるでしょう。しかし、この当たり前と思っていた「自然の恵み」は、これからもずっと

続くのでしょうか。 

 

日本列島のほぼ中央に位置する本県は四方を 3,000m級の山岳に囲まれ、低山から高山までの標高差、

フォッサマグナ地帯の複雑な地質や地形、地域差のある気候などから多様な自然環境があります。それ

ゆえ、本県固有種や分布限界種など絶滅が危惧される希少種も少なくありません。また、これら希少種

のほかにも、人々の生活様式の変化や開発による生育・生息環境の変化、採取・捕獲などの人的要因や、

温暖化などの地球環境の変化により、その存在が脅かされつつある種も多くあります。 

このような本県の生物多様性における課題を解決するためには、総合的かつ戦略的な対策を講じてい

く必要があります。「やまなし生物多様性地域戦略」は、身近にある希少な植物や動物などを紹介しな

がら、山梨県の現状を明らかにし、地域の自然を保全し育てていくための指針となるものです。 

 

「地域の自然を守りたいけれど、何からはじめればいいかわからない」と思う人もいるかもしれませ

ん。本戦略には、自然を守るために取り組みやすい具体的な行動も示しているため、できることからは

じめてみてください。一人ひとりの行動がやがて、様々な人々をまき込んだ大きなうねりを生み出すこ

とで、本県の「自然の恵み」を将来に引き継いでいきましょう。 
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 生物たちの豊かなつながり                        

本県は、富士山・八ヶ岳・南アルプス・秩父山地などの雄大な山々に囲まれ、森林・湖・川・農地な

どの様々な環境に適応した生物が、互いに関わりあいながら生きています。これらの生物とそれをとり

まく環境のつながりを「生態系」といいます。 

 

 

第１節 生物多様性 

1-1 

オオムラサキ カタクリ 

県の獣：カモシカ フジアザミ 
植物、哺乳類、鳥類、両生類、爬虫類、魚類、

昆虫類だけではなく、微生物も含めてあらゆる

生物が互いに関わりあいながら生きています。 

生態系とは 
 

ある地域にすむ全ての生物と、その地域内の非生物的環境をひとまとめにし、主として物質循環やエ

ネルギーの流れに注目して、生産者、消費者、分解者、非生物的環境で構成されるエコシステムのことを

生態系といいます。 

コラム 
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 生物多様性とは                        

生物多様性基本法第 2条では、「生物の多様性」とは、「様々な生態系が存在すること並びに生物の種

間及び種内に様々な差異が存在することをいう」と規定されています。 

また、1992（平成 4）年 6月に採択された「生物多様性条約」では、生物多様性を「生態系の多様性」

「種の多様性」「遺伝子の多様性」という視点で捉えています。 

自然界の様々なレベルで違いがあること、そしてそれが長い進化の歴史の結果として、現在の生物多

様性が存在しています。このため、地域固有の生態系、種や遺伝子の違いを保全していくことが重要で

す。 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

1-2 

生態系の多様性 

森林・農地・河川・湖・草

原など、たくさんの種類の

自然環境があります 

種の多様性 

動物・植物など、たくさん

の種の生物がいます 

同じ種でも、地域に特有

な形、個体による色や模

様などに違いがあります 

遺伝子の多様性 
これまで日本のメダカは 1 種のみと考え

られていましたが、遺伝子解析の結果、

2012（平成 24）年にキタノメダカ（北日

本集団）とミナミメダカ（南日本集団）が

別種として分けられました。 県の鳥：ウグイス 

県の花：フジザクラ 

西湖 

川俣川渓谷 

ミナミメダカ 
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 生物多様性がもたらす恵み                        

生物多様性がもたらす恵みは、私たちが生きていくために不可欠な存在です。例えば、食料・木材な

どの供給、文化的資源、自然とのふれあいの場、防風や土砂崩れ防止、受粉、酸素の供給など、あらゆ

る恵みによって私たちの生活は支えられています。このような生物多様性からの恵みを「生態系サービ

ス」と呼び、4つのサービスに分類されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 

NbS（自然の恵みを活用した社会課題の解決策） 
 

NbS（Nature-based Solutions）は、自然の恵みを活用した社会課題の解決策を意味し、人間の

幸福と生物多様性の両方に恩恵をもたらすものです。 

例えば NbSには、生態系を活用した防災・減災対策、二酸化炭素の吸収源対策、森林資源のバイ

オマス発電への活用、生態系ネットワーク形成による都市の気候緩和・ふれあいの場の確保などが

あげられます。 

コラム 
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◆供給サービス 

「供給サービス」とは、私

たちの生活に必要な食料、水、

繊維、木材、燃料、紙、医薬

品などを供給してくれる恵

みです。本県の産業を支える

果樹や水などは、この供給

サービスで成り立っていま

す。 

 

◆調整サービス 

「調整サービス」とは、防

風や洪水による被害の緩和、

水源涵養、土砂流出の防止、

受粉など、自然災害を抑えた

り、受粉や病害虫の抑制など

によって、私たちの安全・安

心な生活や産業を守ってく

れる恵みです。 

 

◆文化的サービス 

「文化的サービス」とは、

豊かな文化・芸術・景観、自

然と共生してきた知恵と伝

統、レクリエーションや観光

の場、様々な生物や自然環境

によってもたらされる安ら

ぎなど、私たちの精神を豊か

にしてくれる恵みです。 

 

◆基盤サービス 

「基盤サービス」は、上記

3 つのサービスが機能するこ

とを支える基盤の恵みです。

具体的には、酸素の供給、気

温・湿度の調節、水や栄養塩

の循環、土壌形成などがあり

ます。 

 

食料 水 木材 

洪水の緩和 水源涵養 病害虫の抑制 

文化的な景観 自然とのふれあい 文化財・天然記念物 

二酸化炭素の吸収 気温の調節 土壌の形成 
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 急速に失われる生物多様性                        

◆第 6の大量絶滅 

地球ではこれまで 5 度の大量絶滅が起きたとさ

れ、5 度目の絶滅は、今から約 6,500 万年前に起

こった恐竜の大絶滅であり、これに続く「6度目の

大量絶滅」が既に起きていると科学者が警鐘を鳴

らしています。「生物多様性及び生態系サービスに

関する政府間科学・政策プラットフォーム

（IPBES）」が 2019（令和元）年に公表した「生物

多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報

告書」では、動物・植物の種群のうち、平均約 25％

が絶滅のおそれがあり、人間活動の影響により、

過去 50年間の地球上の種の絶滅は、過去 1,000万

年平均の少なくとも数十倍、あるいは数百倍の速

度で進んでおり、適切な対策を講じなければ、今

後さらに加速すると指摘しています。 

 

◆県内の生物に迫る絶滅の危機 

 「2018 山梨県レッドデータブック」によると、本県の生物にも絶滅の危機が迫っています。全体では

17％の種が絶滅のおそれがある絶滅危惧種とされており、絶滅危惧種について「2005 山梨県レッドデー

タブック」と比較すると、新たな調査対象分類群の追加などがありますが、植物で 23種（367→390種）、

動物で 64種（47→111種）と、計 87 種も増加しました。 

特に植物（約 18％）、昆虫類（チョウ類：約 21％）、哺乳類（約 14％）、爬虫類（約 15％）、両生類（13％）

の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-4 

1500年以降の絶滅 

【資料：IPBES の地球規模評価報告書政策決定者向け 

要約より環境省作成】 

山梨県内の絶滅危惧種の割合（在来種数に対する割合） 

【資料：2018 山梨県レッドデータブック他を基に作成】 

 

注）円グラフ内の種数は在来種数 絶滅危惧種 その他の種 
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 生物多様性に迫る 4 つの危機                        

生物絶滅の原因を「生物多様性国家戦略 2023-2030」では、4つの危機としてあげています。 

 

◆第 1の危機（開発など人の活動による危機） 

第 1 の危機は、開発や乱獲など人の活動による生物多様

性への影響です。土地開発や改変、観賞や商業を目的とし

た乱獲・盗掘による生物の減少、生育・生息環境の劣化や

消失などが生じています。 

県内では、希少なランなどの高山植物の盗掘が依然発生

しています。 
 

◆第 2の危機（自然に対する働きかけの縮小による危機） 

第 2の危機は、自然に対する人間の働きかけの縮小による

生物多様性への影響です。かつては人間が管理をしていた里

山が、生活様式の変化や高齢化などにより手が加えられなく

なったことで、里山に生息・生育していた生物の減少や、野

生鳥獣による被害の増加が懸念されています。 

県内では、手入れがされなくなった田んぼを見かけますが、

田んぼを復活させる取組も住民有志などにより、行われてい

ます。 

 
◆第 3の危機（人により持ち込まれたものによる危機） 

第 3の危機は、外来種や化学物質など、人により持ち込ま

れたものによる生物多様性への影響です。外来種は在来種

を捕食したりすみかを奪うほか、飼っているカブトムシな

どを野外に放すと、その地域に生息しているカブトムシと

交雑することにより、地域本来の遺伝的な構造が変化して

しまうおそれがあります。また、化学物質は生態系のなか

に蓄積され、生物の生存を脅かすことにつながります。 

 
◆第 4の危機（地球環境の変化による危機） 

第 4の危機は、地球環境の変化による生物多様性への影響

です。気候変動による気温上昇が原因となり、植物の開花時

期の変化や高山に適応した生物の絶滅などが懸念されていま

す。 

 

1-5 

「地球上で最悪の侵略的植物」とも呼ばれるナ

ガエツルノゲイトウが、2022（令和 4）年に県

内でも確認されました。 

中山間地では田んぼや畑が放棄され、里山の生

物のすみかが減少しています。 

南アルプスに生育するホテイアツモリにも盗

掘被害が危惧されています。 

南アルプスの高山帯では、気温が上昇すると、

ライチョウの生息地となるハイマツなどがな

くなってしまいます。 

第３の 
危機 

第２の 
危機 

第１の 
危機 

第４の 
危機 
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 戦略策定の背景                     

◆生物多様性に関する世界の動向 

野生生物の種の絶滅が急速に進行し、その原因となっている生物の生息・生育環境の悪化への危機感

から、1992（平成 4）年にブラジルのリオデジャネイロで開かれた「国連環境開発会議（地球サミット）」

において、「生物の多様性に関する条約」（生物多様性条約）が採択されました。 

2010（平成 22）年には、愛知県で生物多様性条約第 10回締約国会議（COP10）が開催され、2020（令

和 2）年までに生物多様性の損失を止めるための 20の個別目標である「愛知目標」が掲げられました。 

2022（令和 4）年 12 月、愛知目標を引き継いだ「昆 E

こ ん

AAE明 E

め い

A・モントリオール生物多様性枠組」が採択さ

れ、2030（令和 12）年までに生物多様性の損失を食い止め、回復軌道に乗せる「ネイチャーポジティブ」

の方向性が打ち出されました。また、2030（令和 12）年までに陸域と海域の 30％以上を保全する「30by30

（サーティ・バイ・サーティ）目標」、侵略的外来種の侵入率や定着率の半減など、23のターゲット（行

動目標）が掲げられました。 
 

 
◆生物多様性に関する国内の動向 

日本では「生物多様性基本法」が 2008（平成 20）年 6 月に施行され、愛知目標の達成に向けた「生

物多様性国家戦略 2012-2020」が 2012（平成 24）年 9 月に閣議決定されました。また、「昆明モントリ

オール生物多様性枠組」の採択を受けて、「生物多様性国家戦略 2023-2030」が 2023（令和 5）年 3月に

閣議決定されました。 

 また、「生物多様性基本法」の第 13 条では、生物多様性地域戦略の策定が地方公共団体の努力義務と

して規定されています。生物多様性地域戦略に基づき、地域の生物多様性を総合的かつ戦略的に保全し、

持続可能な利用を図ることにより、魅力的で持続可能な地域づくりや、国及び世界の目標達成に向けた

地域からの貢献につながります。 

 

◆SDGs（持続可能な開発目標） 

2015（平成 27）年 9月、国連

総会で環境・経済・社会に関わ

る 17 のゴールから構成される

具体的行動指針である「SDGs（持

続可能な開発目標）」が採択され

ました。17のゴールのなかには、

生物多様性の保全と持続可能な

利用についての内容も含まれて

おり、目標年度の 2030（令和 12）

年に向け、世界中で取組が推進

されています。 

 

2-1 

第２節 戦略の概要 

SDGsウェディングケーキモデル 
【資料：SDGs“wedding cake” illustration presented by  

Johan Rockström and Pavan Sukhdev】 

自然資本 

社会 

経済 

「ウェディングケーキ」と呼ばれ

る SDGs の関係図。生物圏（自然資

本）なくして社会や経済が成り立

たないことを示しています。 

 

生物多様性に関するゴール 
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ネイチャーポジティブ、30by30、OECM とは 
 

ネイチャーポジティブ・30by30（サーティ・バイ・サーティ） 

2030（令和 12）年までに生物多様性の損失を食い止め、回復させ

る目標を「ネイチャーポジティブ」（自然再興）といいます。このネ

イチャーポジティブの実現に向け、2030（令和 12）年までに陸と海

の 30％以上を保全する目標を「30by30（サーティ・バイ・サーティ）」

といいます。現在、日本では国立公園などの保護地域の割合が陸域

20.5％、海域 13.3％です。目標達成のためには、保護地域以外の OECM

の拡大が必要とされており、今後は本来の自然の力を回復させるよ

うな方策を検討していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネイチャーポジティブのイメージ 

【資料：生物多様性国家戦略 2023-2030、生きている地球レポート 2022（WWF ジャパン）を基に作成】 

 

OECM（Other Effective area-based Conservation Measures） 

国立公園などの保護地域以外で生物多様性保全に資する区域のことをいいます。例えば、企業の森、

ビオトープ、里地里山、水源の森、都市の自然など、人々の生業や民間の自発的な取組によって自然

が守られている地域を国際的に登録し、統治・管理していこうという取組です。 

環境省では、「民間の取組

などによって生物多様性の

保全が図られている区域」を

「自然共生サイト」に認定す

る制度を 2023（令和 5）年度

から開始しました。「自然共

生サイト」認定区域のうち、

保護地域との重複を除いた

区域は、OECM として国際デー

タベースに登録することと

しています。 

 

 

30by30 のイメージ 

保護地域と OECM のイメージ 

 

コラム 
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 戦略の位置づけ                         

◆「やまなし生物多様性地域戦略」の策定の背景 

本県は、地形・地質や気候などの変化に富んだ自然環境のもと、世界の生息南限である南アルプスの

ライチョウなどの分布境界線となっている種や、キタダケソウなどの氷河期遺存種も多く、また、温暖

な低地から寒冷な高山帯まで、自然環境の特性に応じた様々な動植物が生

息・生育し、国内でも有数の生物多様性に富んだ豊かな生態系が形成されて

います。 
 このような生物多様性の保全と持続可能な利用を図るため、本県では、「第

2 次山梨県環境基本計画（中間見直し）」（2019（令和元）年 11 月）の第 5 章

第 3 節を「山梨県生物多様性戦略」と位置づけ、生物多様性の保全と持続可

能な利用に向けた取組を推進してきました。 

その後、「昆明モントリオール生物多様性枠組」の採択や「生物多様性国家

戦略 2023-2030」の閣議決定を踏まえ、「第 3 次山梨県環境基本計画」（2024

（令和 6）年 3月）の策定と同時に、単独の計画として「やまなし生物多様性地域戦略」（以後、本戦略

または第 2次戦略という。）を策定しました。 

 

【生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する本県の動向】 

 「山梨県自然環境保全条例」：1971（昭和 46）年 10月に制定 

 「山梨県環境影響評価条例」：1998（平成 10）年 3月に制定 

 「山梨県レッドデータブック」：2005（平成 17）年 6月に作成・公表 

 「山梨県希少野生動植物種の保護に関する条例」：2007（平成 19）年 7月に制定 

 「南アルプスユネスコエコパーク」：2014（平成 26）年 6月に登録 

 「2018 山梨県レッドデータブック」： 2018（平成 30）年 3月に改訂・公表 

 「甲武信ユネスコエコパーク」：2019（令和元）年 6月に登録 

 「第 2次山梨県環境基本計画（中間見直し）」（第 5章第 3節を「山梨県生物多様性戦略」と

位置づけ）：2019（令和元）年 11月に策定 

 

◆戦略の期間・目標年度 

本戦略の期間は、2024 (令和 6)年度～2030 (令和 12)年度とし、取組の状況や社会情勢の変化に応じ

て見直しを行います。 

目標年度は、短期目標を 2030（令和 12）年度、長期目標を 2050（令和 32）年度とします。 

 
戦略の期間・目標年度 

 

      

山梨県生物多様性戦略 
第 2 次山梨県環境基本計画 

第 5 章第 3 節を位置づけ 

 

戦略 

終了 
 戦略 

開始 

   

 戦略 

終了 

2023 
年度 

2024 
年度 

2030 
年度 

2050 
年度 

 

やまなし 
生物多様性地域戦略 
 

短期 
目標 

長期 
目標 

2019 
年度 

2-2 

2018山梨県レッド

データブック 
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◆戦略の位置付け 

本戦略は、「生物多様性基本法」第 13 条に基づく生物多様性地域戦略に位置づけるとともに、国の「生

物多様性国家戦略 2023-2030」を踏まえつつ、本県の地域特性に応じた戦略とします。 

また、「山梨県環境基本計画」に基づき、生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けた取組の指針

とします。 

 
戦略の位置づけ 

 

◆対象とする区域 

本戦略の対象とする区域は、山梨県全域とします。 

 

◆戦略の推進主体 

本戦略は県が、県民・事業者と連携・協力しながら推進します。 

 

 

昆明モントリオール 
生物多様性枠組 

 

生物多様性条約 
第 15回締約国会議 

生物多様性国家戦略 
2023-2030 

 

生物多様性基本法 

 

生物多様性条約 

 

山梨県環境基本条例 

やまなし 
生物多様性地域戦略 

 

第五次環境基本計画 

 

山梨県総合計画 

やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン／山梨県鳥獣保護管理事業計画 

山梨県緑化計画／山梨県地球温暖化対策実行計画 など 

採択 

第 8 条 

環境分野 

で実現 

山梨県 

世界 日本 

整合 

整合 

第 13 条 

基

づ

く 

 

山梨県環境基本計画 

 

山梨県 

レッドデータブック 整合 

第 11 条 



第 1章 戦略の基本的事項 

12 

 

 2019（令和元）年 11 月に策定した「山梨県生物多様性戦略」の目標達成状況について評価しました。 

環境指標として設定した 9指標のうち、2021（令和 3）年度は S評価が 2指標、A評価が 6指標、C評

価が 1指標でした。 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、「自然公園等利用者数」の現状値は基準値より下回ってい

るものの、それ以外の指標は概ね基準値より改善しています。しかし、「自然環境保全地区面積」「鳥

獣保護区等指定面積」の目標は面積を現状維持とするものでしたが、面積を維持してもそのなかの生態

系や種の状態の把握するためには指標の項目が少なく不十分であったことや、30by30目標に向けて保護

地域面積の拡大や質の向上が求められていることから、次期戦略ではそのような視点を踏まえた目標設

定が必要です。 

 

環境指標の達成状況 

指標の項目 基準値 現状値 目標値 
評価（過去 3 年間） 

2019 2020 2021 

① 自然環境保全地区面積 

(世界遺産景観保全地区は

除く｡) 

3,650ha 

(2012) 

3,650ha 

(2021) 

3,650ha 

(2023) 

S S S 

② 鳥獣保護区等指定面積 74,795.9ha 

(2012) 

74,795.9ha 

(2021) 

74,795.9ha 

(2021) 

S S S 

③ 自然公園等利用者数 4,179 万人 

(2012) 

2,346 万人 

(2020) 

5,720 万人 

(2023) 

A S C 

④ 県内の山小屋トイレの整備

率 

87.0％ 

(2013) 

89.9％ 

 (2020) 

91.3％ 

(2023) 

A A A 

⑤ ニホンジカの推定生息数 69,917 頭 

(2012) 

34,039 頭 

（2021) 

33,000 頭 

(2023) 

A A A 

⑥ 獣害防止柵の整備による被

害防止面積 

3,531ha 

(2014) 

4,821ha 

(2021) 

4,870ha 

(2022) 

A A A 

⑦ 身近な自然環境や動植物の

生息・生育・繁殖環境に配

慮した河川整備計画におけ

る河川整備率 

55％ 

(2019) 

60％ 

(2021) 

61％ 

(2022) 

S A A 

⑧ 森林整備の実施面積 6,124ha/年 

(2018) 

6,345ha/年 

(2021) 

6,400ha/年 

(2022) 

S A A 

⑨ 生物多様性の言葉の認知度 46％ 

(2014) 

67％ 

（2021) 

75％以上 

(2023) 

S S A 

評価）各年度に実施している評価（現状値が当該年度のものでない場合もある） 

S: 指標が目標値を達成している A: 指標が基準値と比較し改善している 

B: 指標が基準値と比較し横ばい C: 指標が基準値と比較し改善していない 

 

①自然環境保全地区面積（世界遺産景観保全地区は除く。） 

2021（令和 3）年度の自然環境保全地区面積は 3,650ha であり、基準値を維持する目標を達成しまし

た（S評価）。 

 

②鳥獣保護区等指定面積 

2021（令和 3）年度の鳥獣保護区等指定面積は 74,795.9ha であり、基準値を維持する目標を達成しま

した（S評価）。 

第３節 山梨県生物多様性戦略の評価 



第 1章 戦略の基本的事項 

13 

③自然公園等利用者数 

2020（令和 2）年度の自然公園等利用者数は 2,346 万人であり、基準値と比較して改善していません

（C 評価）。その理由としては、新型コロナウイルス感染症の影響により特に外国人観光客が少なかった

ため、全ての国立公園において利用者数が減少しました。また、富士箱根伊豆国立公園では、富士スバ

ルラインをゴールデンウィーク中に通行止めとしていたことや台数制限を行っていたこと、南アルプス

国立公園では広河原側からの道路を通行止め、南アルプス巨摩自然公園では早川側からの道路を通行止

めにしていたため、利用者数が減少しました。 

 

④県内の山小屋トイレの整備率 

 2020（令和 2）年度の県内の山小屋トイレの整備率は 89.9％であり、基準値と比較して改善していま

した（A評価）。目標には届いていないものの、着実な取組により基準値を上回っています。 

 

⑤ニホンジカの推定生息数 

2021（令和 3）年度のニホンジカの推定生息数は 34,039頭（階層ベイズ法による推定数）であり、基

準値と比較して改善していました（A 評価）。ニホンジカの推定生息数は 2014（平成 26）年度をピーク

に減少に転じており、2021（令和 3）年度末現在も基準値を下回っていますが、生息域の拡大などによ

り、これまで被害がみられなかった高標高域での被害が確認されるなど、生態系被害は拡大しています。 

 

⑥獣害防止柵の整備による被害防止面積 

2021（令和 3）年度の獣害防止柵の整備による被害防止面積は 4,821ha であり、基準値と比較して改

善していました（A評価）。整備の立ち遅れている市町村境や山間部の集落など、対策の遅れている地域

に対して重点的に整備を行うことで、一定の成果をあげています。併せて、集落ぐるみの被害防止対策

を支援した結果、住民の意識が向上し、被害が減少している集落も増えています。一方、中山間地域を

中心に野生鳥獣の被害が継続的に発生している状況です。 

 

⑦身近な自然環境や動植物の生息・生育・繁殖環境に配慮した河川整備計画における河川整備率 

2021（令和 3）年度の身近な自然環境や動植物の生息・生育・繁殖環境に配慮した河川整備計画にお

ける河川整備率は 60％であり、基準値と比較して改善していました（A評価）。2020（令和 2）年 3月に

新たに策定された「山梨県社会資本整備重点計画－第 4次－」に基づき、計画的に整備を進めていくこ

ととしています。 

 

⑧森林整備の実施面積 

2021（令和 3）年度の森林整備の実施面積は 6,345ha/年であり、目標に向け順調に推移しています（A

評価）。施業の集約化、林内路網の整備などによる施業の低コスト化や、森林環境税を活用した荒廃森

林の再生などに取り組んでいます。目標達成に向け、引き続きこうした取組を推進します。 

 

⑨生物多様性の言葉の認知度 

2021（令和 3）年度の生物多様性の言葉の認知度は 67％であり、基準値と比較して改善していました

（A評価）。自然保護大会に参加した県民を対象にアンケート調査を実施して算出していましたが、新型

コロナウイルス感染症拡大防止により大会が中止となったため、2020（令和 2）年度は県政出張講座参

加者へのアンケート、2021（令和 3）年度は県政モニターアンケートにて実施しました。 
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地質学的な長い時間のなかで、大陸・陸塊の接続や分断、氷河期・間氷期などの大きな気候変動があ

り、それによってたくさんの生物が絶滅し、また生き残り、その結果として現在の生態系が存在します。

つまり、本県の日本有数の豊かな生物多様性は、地質・地形・気候の変化とそれに伴う生物の進化のほ

か、土地利用をはじめとする人為的影響の歴史的な積み重ねの上に成り立っているのです。 

 

 地質                          

◆生物多様性を特徴づける大地の成り立ち 

本県の主な山地を形成する赤石山地や関東山地は、

1 憶 4,000 万年～6,400 万年前（白亜紀）や 6,400 万

年～2,400万年前（古第三紀）の堆積岩を主体とする

地層から成り立っています。 

その後、2,400 万年～1,000 万年前（新第三紀）の

激しい地殻活動によって、本県を含む日本列島の中央

には南北に大きな裂け目が生じて海水が侵入しまし

た。そのときの海底火山を中心とした堆積物からなる

地層が、巨摩山地・身延山地や御坂山地などに分布し

ます。また、堆積物によって埋め立てられた部分は、

「フォッサマグナ」（大きな溝）と呼ばれています。 

富士川流域や桂川流域には、1,000 万年～300 万年

前（新第三紀）の地層があり、多くの化石を含んでい

ます。 

170 万年前～現在に至る第四紀には、地球規模での

氷河期時代があり、県内でも南アルプスの仙丈ヶ岳な

どの山頂付近に、カール地形として氷河時代の痕跡が

残っています。また、この時代には各地で火山活動が

起こり、茅ヶ岳、八ヶ岳、富士山などが噴火して現在

に至っています。 

このような地史は、本県に生息・生育する生物の種

分化などにも大きな影響を与えてきました。 

【資料：2018山梨県レッドデータブック】 

 

 

第１節 本県の概況 

1-1 

フォッサマグナの成り立ち 
【資料：フォッサマグナミュージアムの図を改写】 
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 地形                          

◆山岳、盆地、河川が形成する地形 

本県は日本列島のほぼ中央に位置し、周囲を富士山、赤石山地、八ヶ岳、関東山地、御坂山地、道志

山地など標高の高い山岳に囲まれ、中心部には甲府盆地があります。 

甲府盆地の南側には富士山、北側には黒富士、茅ヶ岳、南八ヶ岳などの火山があります。また、これ

らの山岳に源を発する富士川水系、相模川水系、多摩川水系の河川がありますが、特に富士川は日本三

大急流のひとつになっています。 

このような変化に富んだ地形は、日本でも有数の本県の生物多様性の豊かさを生み出した要因ともな

っています。 

 

 
 

1-2 

標高区分・地形図 
【資料：国土交通省・国土数値情報】 
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 気候                          

◆気温差の激しい内陸的気候 

周囲を高い山々に囲まれた本県は、太平洋側や

日本海側と比べて降水量が少なく、夏は暑く、冬

は寒いうえ、昼夜の気温差も激しい盆地特有の内

陸的気候となっています。 

年平均気温は、県南部や東部で比較的暖かく、

北部や西部の山岳地が寒冷地となっています。年

降水量は、県南部や西部の山岳地が九州並みの多

雨地帯であり、甲府盆地周辺は少ないという特徴

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆年平均気温が上昇 

甲府地方気象台における年平均気温は、100年

間で約 2.2℃上昇しています。急激な気温の上昇

は、農林水産業や自然生態系などに大きな影響を

及ぼすことが懸念されています。 

 

 

 

 

 
 

1-3 

年平均気温(左)と年降水量(右)の分布（平年値） 
【資料：気象庁、国土交通省・国土数値情報】 

年平均気温の推移（甲府） 

【資料：気象庁】 

年平均気温 年降水量 

平均気温と降水量の平年値※（甲府） 
※1990～2020 年の 30 年間の平均値 

【資料：気象庁】 
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 土地利用                         

◆土地利用面積でみる生態系の変化 

国土交通省の「土地利用細分メッシュデータ」によると、本県における土地利用面積は、森林（79.5％）

が約 8 割を占めており、次いで農地（9.2％）、市街地（6.4％）となっています。1976（昭和 51）年と

2021（令和 3）年の土地利用面積の変化をみると、農地が減少し、市街地が拡大していることがわかり

ます。森林面積は増加していますが、荒廃農地の樹林化なども原因として考えられます。 

なお、「2018山梨県レッドデータブック」によると、重要な生物種の減少の主な要因のひとつとして、

平地における田畑の減少や環境の単純化などがあげられており、土地利用の変化が生物多様性に影響を

与えていることが示唆されています。 
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農地が減少し、 

市街地が拡大 

【資料：国土交通省・国土数値情報】 

1976年 2021年 

土地利用面積 
（2021 年度） 

【資料：国土交通省・国土数値情報】 

土地利用面積の変化 
【資料：国土交通省・国土数値情報】 
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 生態系の区分                           

◆生態系の区分とその特徴 

本県の生態系は、地形や生物多様性の観点から分類すると、「奥山」「里地里山」「河川・湖沼」「都市」

※の大きく 4 つに区分できます。しかし、一般的にこれらの生態系の区分は概念的なものであり、明確

な境界線を引くことはできません。そのため、ここでは標高や土地利用などから定義した生態系の県内

分布イメージを示します。 
 

※生物多様性国家戦略 2023-2030 における国土のグランドデザインの地域区分に基づき、本戦略における生態系の区分

を「奥山」「里地里山」「河川・湖沼」「都市」としています。 
 

【奥山】 

奥山は、主に富士山、赤石山地、八ヶ岳、秩父山地を中心とした地域にあり、人為的影響をほとんど

受けていないか、あるいは人為的影響を受けた後、極相状態にまで回復した自然度の高い森林や草地及

び高山帯が含まれます。 
 

【里地里山】 

奥山と都市との中間に位置する里地里山は、主に人為的影響を受けて成立している森林や草地が中心

であり、一部に自然度の高い森林が含まれます。 
 

【河川・湖沼】 

河川・湖沼には、大小の河川・湖沼や湿地、ヤナギ類を中心とした河辺林などが含まれます。 
 

【都市】 

都市には、市街地や工場などの人間活動が集中する地域が含まれます。 
 
 

 奥山                           

◆奥山の生態系の概要 

奥山は自然に対する人間の働きかけが小さく、原生的な自然が残さ

れた地域です。富士山、赤石山地、八ヶ岳、秩父山地を中心に分布し、

森林や草地などの自然度の高い植生が残されています。 

植物では、ミズナラ、ブナなどの広葉樹林、シラビソ、コメツガ、

オオシラビソなどの針葉樹林、高山ではハイマツ、高山植物の花畑が

みられます。また、動物では、特別天然記念物であるカモシカやライ

チョウをはじめ、ツキノワグマなどの大型哺乳類、イヌワシ、クマタ

カなどの大型の猛禽類、イワナやアマゴ、ヤマメなどの渓流魚も数多

く生息しています。 

奥山の生態系は、絶滅危惧種を含む脆弱な食物連鎖のバランスで成

立しているため、人間活動によっても影響を受けやすく、近年の気候

変動により、植生変化などの影響が生じることも懸念されています。 

第２節 生態系 

2-1 

2-2 

南アルプス（仙丈ヶ岳） 

ライチョウ 
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◆日本一の標高を誇る新しい火山の富士山 

富士山には標高に応じた生態系が形成されており、頂上から標高約

2,400m までは地面が露出した火山性荒原が広がり、地衣類や蘚苔類、

オンタデ、ムラサキモメンヅル、イワツメクサなどの草本類、ミヤマ

ヤナギ、コケモモ、ミヤマハンノキなどの低木が生育しています。森

林限界付近ではカラマツが優占し、それより標高の低い場所ではシラ

ビソ、コメツガ、ダケカンバなどがみられます。 

高山域では、イワヒバリ、ホシガラス、ルリビタキなどの鳥類、ニ

ホンカモシカ、ノウサギなどの哺乳類、キベリタテハ、フジコバネヒ

ナバッタなどの亜高山～高山性昆虫類が観察できます。また、フジシ

ロミャクヨトウは、国内では富士山だけで記録されています。 

【資料：富士山境目図鑑（山梨県富士山科学研究所）ほか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆八ヶ岳・秩父山地 

八ヶ岳、秩父山地の高山帯では、赤岳と金峰山周辺の一部にハイマ

ツ林が分布し、コケモモ、キバナシャクナゲなどが生育しています。

標高 1,800m から 2,600m には、シラビソ、オオシラビソ主体の森林が

生育し、林床にはセリバシオガマ、ゴゼンタチバナなどがみられます。 

食物連鎖の上位に位置するツキノワグマなどの大型哺乳類やクマタ

カなどの大型猛禽類が生息するほか、流水性のハコネサンショウウオ

が広く分布し、豊かな生態系が保たれています。また、八ヶ岳には、

ベニヒカゲやクモマベニヒカゲをはじめ、ミヤマシロチョウ、 

クモマツマキチョウ、オオイチモンジといった「高山蝶」が生息していましたが、ミヤマシロチョウな

ど 3種は絶滅してしまったと考えられています。秩父山地には、固有種であるチチブギセルなどの生息

域の狭い、希少な陸産貝類も生息しています。       【資料：2018山梨県レッドデータブックほか】 

 

 

 
 
 
 
 

八ヶ岳 

富士山 

イワツメクサ ルリビタキ ニホンカモシカ 

チチブギセル キバナシャクナゲ クモマベニヒカゲ ミヤマシロチョウ 

オンタデ 
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◆地史的に最も古い南アルプス 

南アルプスは海底に堆積した地層がプレート運動で隆起した古い地

層で成り立っています。高山帯にはハイマツ、クロマメノキ、チシマギ

キョウ、チングルマ、ウサギギクなどが、また、北岳周辺ではキタダケ

ソウ、キタダケキンポウゲをはじめとした地域固有の希少な植物が生育

しています。 

動物においても高山性として、氷河期の生き残り及び世界の南限種で

あるライチョウのほか、タカネキマダラセセリなどの県内に生息する

「高山蝶」全 7種が生息し、希少性の高い種がたいへん多いことが特徴です。また、食物連鎖の頂点に

あるイヌワシが渓谷沿いの崖に生息していることは、本地域の豊かな生態系を裏付けるものとなってい

ます。 

標高 1,800mから 2,600mには、シラビソ、オオシラビソ、コメツガなどの常緑針葉樹が生育し、林床

にはカニコウモリ、マイヅルソウなどがみられます。    【資料：2018山梨県レッドデータブックほか】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥山にも迫るニホンジカの分布拡大による影響 
 

近年、ニホンジカの分布拡大・増加によって、奥山における樹

木の樹皮や林床の植物への被害が目立っています。林床では、ニ

ホンジカが食べない不嗜好性植物ばかりが増加し、生態系の単純

化が生じている場所もみられます。 

高山帯まで入り込んだニホンジカが高山植物を食べたり、踏み

つけたりすることなどから植生がなくなって林床が裸地化し、降

雨により土壌浸食が起き、基盤環境への影響も目立ってきていま

す。被害の状況によっては、自然の力だけでは回復が見込めない

ことから、貴重な植物を取り囲む柵を設置するなどの保護対策が

講じられています。 

 

カニコウモリ 

オオシラビソ 

ライチョウ 

チシマギキョウ イヌワシ タカネキマダラセセリ 

コラム 

ニホンジカによる被害状況 

北岳とチングルマ 
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 里地里山                        

◆里地里山の生態系の概要 

里地里山は、奥山と都市との中間に位置し、樹林地・農地・草原・

溜池などにおいて、長い歴史のなかで人間の働きかけを通じて形成さ

れた環境です。 

甲府盆地の周囲に広がる中山間地には、里地里山の環境が広く残さ

れており、本県を代表する果樹（もも・ぶどう・すももなど）の栽培

地でも、多様な生態系をつくりだしています。 

植物ではスギ、ヒノキ、アカマツ、カラマツなどを中心に古くより

管理されてきた人工林と、薪炭林として利用されたクヌギ、コナラ、

クリ、ミズナラなどの落葉広葉樹林が広くみられることが特徴です。 

動物では、シジュウカラ、ウグイスのほか、大木の樹洞で繁殖する

ブッポウソウ、フクロウなどの鳥類、トノサマガエルやアブラハヤ、

ドジョウ、ホタル類、オオムラサキなどの里地里山に特徴的な種が数

多く確認されています。このように里地里山では、様々な生物が人々

のくらしと共存しています。 

 

◆森林の約 44％が人工林 

人工林は本県の森林の約 44％を占めてい

ます。人工林の齢級構成をみると､木材とし

て利用可能となる概ね 50年生以上（11齢級

以上）の人工林が年々増加しています。なお、

人工林の樹種はスギ、ヒノキ、アカマツ、カ

ラマツの 4樹種がバランスよく存在します。 

民有林では所有者の経営意欲が低下して手

入れが行き届かず、荒廃している人工林が多

く存在するとともに、広葉樹林は生活様式や

農業形態の変化に伴って薪炭林などに利用さ

れず、荒廃している森林もあります。 

 
◆県土の約 78％を占める森林、県有林の割合が全国一 

本県は、県土の約 78％を森林が占める全国有数の森林県です。所有

形態別では、国有林が 4,611ha（1.3％）、県有林が 158,225ha（同 45.5％）、

民有林が 184,599ha（53.2％）となっています。明治末期の大水害か

らの復興のため、1911（明治 44）年に県下の御料地のほとんどが県に

御下賜されたことが基となっており、県内森林面積に占める県有林の

割合が全国で最も高いことが本県の大きな特徴となっています。 

 
 

2-3 

アカマツ 

 落葉広葉樹林と水田 

齢級別人工林面積 
【資料：令和 4 年度版山梨県林業統計書】 

 

所有形態別の森林面積 
【資料：令和 4年度版山梨県林業統計書】 
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◆次世代に残したい重要な里地里山を環境省が選定 

環境省では、命を育む豊かな里地里山を次世代に残していくべき自

然環境のひとつであると位置づけ、「生物多様性保全上重要な里地里山

（略称「重要里地里山」）」（500箇所）を選定しています。 

本県の選定地は①甲府市相川地区、②富士吉田市明見湖公園、③富

士山北麓の草原、④北杜市オオムラサキ自然公園、⑤南巨摩郡富士川

町平林地区、⑥多摩川源流の里山の 6 箇所です。地元住民、NPO 法人

などの活動主体が中心となり、協働の保全活動が行われています。 

 

山梨県の重要里地里山と保全活動 
名称 保全活動 

①甲府市相川地区  隣接する県立武田の杜保健休養林の管理・保全 

 ホタルの保護、水質浄化などの活動 

 月 1 回の市民向け探鳥会 

②富士吉田市明見湖公園  地方公共団体による周辺の宅地化制御、里山景観の保全事業 

 農業体験や自然観察会（体験学習エリア）、草刈り清掃ボランティア活

動（里山エリア） 

③富士山北麓の草原  一部において、年に一度、火入れによる草原管理が行われている 

 北富士演習場は、「恩賜林組合」により入会権のもとに統括して管理さ

れ利用されている 

④北杜市オオムラサキ 

自然公園 

 約 6ha の自然公園内に雑木林や棚田などの里山生態系の維持管理 

 広葉樹林の育成、植林の改良 

 一般及び企業研修における里山農業の環境教育 

⑤南巨摩郡富士川町平林地区  地域農業を生かしたオーナー制度や収穫体験活動 

⑥多摩川源流の里山  複数企業、地元住民、大学などが連携した広葉樹の植樹、下刈り、シ

カ害対策、表土流出防止 

 森林保全、森林体験学習、農業体験学習 

【資料：環境省ホームページ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北杜市オオムラサキ自然公園 

日本で一番大きな森林認証の森で希少種にも配慮 
 

山梨県有林は、公有林としては全国に先駆けて、国

際的な森林認証制度である FSC®森林管理認証を取得

しました。FSC森林管理認証は、国際的な非営利団体

が定めた、環境や社会、経済に配慮した適切な森林管

理に関する原則・基準への適合を審査・認証する取組

です。県有林から生産された木材には FSCマークをつ

け、FSC 認証材として活用されています。 

山梨県有林では、重要な動植物の種（希少種）の生息・生育に配慮するため、事前に山梨県版

レッドデータブックによる希少種の分布情報を把握した上で、伐採計画を策定しています。また、

県有林環境調査チェックシートで、希少種の有無を現場確認した上で森林整備を行っています。

さらに、森林整備の請負業者に対しても希少種の研修を行っています。 

【資料：やまなしの県有林、やまなしの森から生まれる FSC 認証製品、森林認証公開レポ―ト】 
 

 

 

コラム 
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◆農地の減少・荒廃による生物多様性

への影響が懸念 

2020（令和 2）年における本県の経営耕地

面積は 12,902ha、販売農家数は 14,178戸で

あり、近年、田と樹園地の経営耕地及び販売

農家数は減少傾向にあります。 

特に水田は耕作放棄により乾燥化した場

合、水辺環境に生息する両生類などの生息環

境への影響が懸念されます。 

 

◆荒廃農地の解消・有機農業推進に向けた取組 

本県では、多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金を活用した地域の共同活動により、

荒廃農地の発生抑制に取り組んでいます。また、荒廃農地を再生し、企業を含めた多様な担い手に農地

を集積するため、農地中間管理機構などと連携し、農業生産基盤の整備を行っています。 

また、「山梨県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画」に基づく施策を展開し、有機農

業者の技術向上のためのセミナーを開催するなどにより、有機農業を推進しています。2021（令和 3）

年度の有機農業の取組面積は 234haとなっており、年々増加しています。 【資料：やまなしの環境 2022】 

 

◆棚田の保全・活用 

本県には、自然環境を生かして農業を営んできた棚田が数多くあり

ます。県では、基金などにより棚田地域の保全活動などに対し支援を

行っています。また、棚田を歴史的価値の高い文化的景観として保全

するとともに、農業体験・観光資源として活用し、地域の活性化に資

する取組も進められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぶどう畑での生物多様性保全の取組 
 
 

本県は日本一のぶどうの生産県で、平坦地から傾斜地まで広がる美しいぶどう畑の風景が広がっ

ています。このようなぶどう畑と生物多様性の関係性に最近、注目が集まっています。例えば、遊

休荒廃地をぶどう畑に転換した事例では、畑に獣害防止柵を設置することにより、植物や昆虫類の

種数が増加し、希少種が生息・生育できる環境が創出されています。鳥類を指標として自然環境を

保全している事例では、“鳥と共生するワイナリー”をスローガンに、野鳥の水飲み場や巣箱を設置

するなど、多様な生物が生息する豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ取組が実践されています。今

後もぶどう畑が育む農地生態系と生物多様性保全の高まりが期待されています。 

【資料：キリングループ環境報告書 2023、サントリーワイン事業サステナビリティ活動方針説明会 ほか】 

 

 

経営耕地面積と販売農家数の推移 
【資料：山梨県統計データバンク】 

上市之瀬の棚田 
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 河川・湖沼                       

◆河川・湖沼の生態系の概要 

水は地球上の多くの生命にとって欠かせないものであり、河川・湖

沼・湿地などの水辺は、多様な生物の生息・生育地として重要です。

さらに、水辺は里地里山の重要な構成要素で、都市などとの生態系ネ

ットワークを形成する上で、重要な環境です。本県には、富士川水系

の富士川、釜無川、笛吹川、相模川水系の桂川、多摩川水系の丹波川、

小菅川などの河川のほか、富士五湖、四尾連湖などの湖沼や、幾つか

のダム湖があり、カモ類などの渡来も多くみられます。特に鳥獣保護

区に指定されている富士五湖は狩猟が規制されており、マガモ、キン

クロハジロなどのカモ類が記録されています。河川にはウグイ、オイ

カワ、カジカなどの魚類や、カワセミ、カワガラスなどの鳥類が生息

しています。池沼では、ゲンゴロウ、ミズスマシ類、トンボ類などの

水生昆虫の減少が顕著で、絶滅の危機に瀕している生物もいます。 

 
◆豊富な湧水群  

本県には環境省の選定する日本名水百選にも選ばれている忍野八海、

十日市場湧水、三分一湧水、大滝湧水などに代表される湧水群が各所

にあり、バイカモやトンボ類などの生息・生育地となっています。湧

水の流れ出る小川や用水路にはホトケドジョウが生息しています。湧

水は生活水、農業、水掛菜の栽培や淡水魚の養殖にも利用され、生物

多様性の恵みが生かされ、地域の発展につながっています。湧水地で

は住民による清掃や保全活動も実施され、動植物の生息・生育環境の

保全にもつながっています。 

 

山梨県の代表的な湧水 

杓子山湧水不動湯（富士吉田市）、十日市場湧水（都留市）、夏狩湧水

（都留市）、三分一湧水・女取湧水・大滝湧水・井詰湧水・大湧水・

八右衛門出口・（北杜市）、小沼湧水水源・浅間神社の湧水（西桂町）、

忍野八海（忍野村） 

【資料：環境省ホームページ】 

 

◆生物多様性の観点から重要度の高い湿地（重要湿地）を環境省が選定 

環境省では、生物多様性の観点から重要な湿地を保全することを目

的に「日本の重要湿地 500」を 2001（平成 13）年に選定し、その後 2012

（平成 24）年 9 月に閣議決定した「生物多様性国家戦略 2012-2020」

を受けて現状を踏まえた見直しを行いました。 

県内の選定地は 5 箇所（河口湖、山中湖、西湖、忍野村湧水群、韮

崎市の両生類生息地）であり、淡水藻類、水草、爬虫両生類などの生

息・生育地が選定理由になっています。 

2-4 

山中湖 

川俣川渓谷 

忍野八海 

三分一湧水 

笛吹川 
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◆ダム（湖）や湖への外来種による影響 

河川のダムや湖沼などでは、オオクチバス、コクチバス、ブルーギル、

ブラウントラウト、レイクトラウトなどの特定外来生物に指定されてい

る魚類の不法な密放流による在来種への影響が発生しています。 

なお、山中湖・河口湖・西湖では、オオクチバスの漁業権とこれに基

づく増殖行為（放流または産卵床の造成）が認められていますが、放流

量の削減やオオクチバスに替わる魚種の育成などが進められています。 

 

◆河川・湖沼の水質の改善 

本県では、河川及び湖沼の水質について、水質

汚濁に係る環境基準（BOD（生物化学的酸素消費

量）、COD（化学的酸素消費量）など）の項目を河

川 47 地点・湖沼 6 地点で調べており、環境基準

の達成状況は概ね改善方向で推移しています。 

また、県内の井戸で地下水の水質測定を行って

いますが、2022（令和 4）年度の結果は、環境基

準（カドミウムなど）の 28 項目のうち 1 項目で

環境基準値を上回っており、要監視 25 項目のう

ち 1項目では指針値を上回りましたが、詳細調査

の結果、周辺に汚染及び汚染源は報告されていま

せん。 

 
◆生活排水処理の状況 

本県では、下水道の整備や合併処理浄化槽など

による適正な生活排水処理の推進を図っていま

す。2022（令和4）年度末の生活排水クリーン処

理率（県人口に対して、生活排水処理施設（下水

道、農業集落排水処理施設、合併処理浄化槽、コ

ミュニティプラント）が整備されている人口の割

合）は86.3％であり、年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

河川・湖沼の環境基準達成率の経年変化 

【資料：やまなしの環境（2022年）】 

 

生活排水クリーン処理率の経年変化 

【資料：大気水質保全課】 
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 都市                          

◆都市の生態系の概要 

近年のモータリゼーションの進行などにより、都市周辺の宅地化が

進行し、生物の生息・生育地が減少・分断されたり、生息基盤を失っ

た種の減少が生じてきました。こうしたなか、公園、道路、屋上緑化、

家庭の庭木、工場などの緑地は、生物の生息・生育地や移動経路とな

るだけではなく、身近な生物とのふれあいの場、生物多様性の環境教

育の場として重要な役割を果たしています。 

 
◆多様な都市公園 

本県では、笛吹川フルーツ公園、富士川クラフトパーク、森林公園

金川の森などの広大な緑地を伴う県営の都市公園を整備しています。

これらの都市公園は、動植物の生息・生育地、気象の調節、大気の浄

化といった環境保全の役割も果たしています。また、各施設の目的に

応じ、多様な緑地を創出しているほか、農業体験や散策の場も提供し

ています。都市部では身近に自然とふれあえる場所が少ない地域もあ

る状況です。 

 

◆緑化の推進 

本県では、「山梨県環境緑化条例」第 3条に基づき策定した、環境緑

化に関する基本的な方針、目標及び施策の方向、推進体制に関する計

画である「山梨県緑化計画」に基づき緑化政策を総合的に推進してい

ます。主な緑化事業として、緑の風景創造（緑化樹の養成・配布によ

る緑化率の向上）、緑の普及啓発（県民緑化まつりなど）、緑の保全（企

業・団体による森づくり）、緑の学習（樹木医による緑化相談、講習会

の開催など）などを行っています。 

また、自然環境が有する多面的な機能を活用したグリーンインフラ 

の取組として、防火機能の高い種（シラカシなど）による緑化事例などがあります。 
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富士川クラフトパーク 

防火機能の高い 

シラカシによる緑化 

（小瀬スポーツ公園） 

中央市ふるさとふれあい広場 

地域の自然特性を生かした公園 
 

本県は水資源が豊富であり、都市近郊にも水辺を生かした公園が

多数あります。 

昭和町では、かつて町内に普通にみられた小川がほとんどなくな

ったことから、湧水が豊富で沼地だった地域の特徴を生かし、「湧

水の里沼公園」を整備しました。また、笛吹市では、「笛吹みさか

桃源郷公園」の一角に蛍池を整備しています。そのほか、本県の各

地に地域の自然特性である水辺を生かした公園が整備され、都市に

おける潤いある緑地空間を創出しています。 

笛吹みさか桃源郷公園 
【資料：笛吹市ホームページ】 

コラム 
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 保護地域・OECM                     

◆優れた自然を守る法令・条例 

生物多様性国家戦略に記載される陸域及び

内陸水域の保護地域は、自然公園、自然環境保

全地域、鳥獣保護区、保護林、緑の回廊、天然

記念物、県が条例で定めるその他保護地域など

です。 

本県の生物多様性の保護地域としては、右の

表のような地域が該当し、県総面積に占める保

護地域の割合は約 31.1％と試算されます。なお、

国全体の保護地域の国土面積に占める割合は

20.5％であり、国は 2030（令和 12）年度まで

に 30％とする目標を掲げています。本県は国の

目標を超えていることから、全国的な目標の実

現に貢献できる環境にあります。 
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※自然保存地区は、山梨県自然環境保全条例により、自然環境保全地域に準じて指定。 

山梨県内の保護地域 
保護地域 面積（ha） 

県総面積（2023 年 1 月 1 日時点） 446,527 

保

護

地

域 

自然公園 121,207 

県立自然環境保全地域 

（山梨県自然環境保全条例の自然

保存地区） 

2,144 

鳥獣保護区 74,794 

保護林 31 

緑の回廊 3,606 

天然記念物  －※ 

県が条例で定めるその他保護地域

（山梨県自然環境保全条例） 

2,432 

重複地域を除外 -65,123 

保護地域合計 139,090 

県総面積に対する保護地域の割合 31.1％ 
※天然記念物の面積は加算していない。 

【資料：環境省、林野庁、山梨県自然環境保全図 ほか】 

山梨県内の保護地域 
【資料：国土数値情報、山梨県自然環境保全図 ほか】 
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 保護地域以外で自然環境を保全している地域        

◆自然共生サイト 

本県では、自然公園などの保護地域以外にも自然環境の保護・保全を目的として、県有林、ユネスコ

エコパーク、森林公園などの保全・整備・維持管理、「森林スポット 100選」などの選定をしています。

これらの地域は、2023（令和 5）年度より登録が開始される環境省の「自然共生サイト」や OECM（民間

の取組などによって生物多様性の保全が図られている区域）などの候補地にもなります。 

また、県内の事業者が保有する社有林（日本製紙・鳳凰社有林）も自然共生サイトとして認定され、

今後の OECM の拡大が期待されています。 

 

自然共生サイトの対象候補 

 企業の森 

 ナショナルトラスト 

 バードサンクチュアリ 

 ビオトープ 

 自然観察の森 

 里地里山 

 森林施業地 

 水源の森 

 社寺林 

 文化的・歴史的な価値を有する地域 

 企業敷地内の緑地 

 屋敷林 

 緑道 

 都市内の緑地 

 風致保全の樹林 

 都市内の公園 

 ゴルフ場、スキー場 

 研究機関の森林 

 環境教育に活用されている森林 

 防災・減災目的の森林 

 遊水池、河川敷 

 水源涵養や炭素固定・吸収目的の森林 

 建物の屋上緑化 

 試験・訓練のための草原 

【資料：環境省ホームページ】 

2-7 

自然共生サイトとは 
 

「自然共生サイト」とは、「民間

の取組などによって生物多様性の

保全が図られている区域」を環境省

が認定する区域のことです。自然共

生サイト登録地のうち、保護地域を

除いた地域が OECM（保護地域以外

で生物多様性保全に資する地域）と

して国際データベースに登録され

ます。 

 

 

 

 

 

コラム 
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◆環境省により選定されている場所など 

本県には、環境省の選定による「特定植物群落」「重要な里地里山」「重要湿地」など生物多様性に関

連する場所があります。 

 

山梨県内で環境省により選定されている生物多様性に関連する場所など 
選定区分 概要 

環境省の

選定 

特定植物群落 自然環境保全基礎調査の一環として選定しています。地域特性を踏まえた

保護上重要な植物群落であり、県内では 2000（平成 12）年までに 126箇

所選定されています。 

重要な 

里地里山 

様々な命を育む豊かな里地里山を、次世代に残していくべき自然環境のひ

とつであると位置づけ、全国 500箇所（県内 6箇所）を選定しています。 

重要湿地 地域住民などが湿地の重要性を認識し、湿地保全・再生の取組を活性化す

ることを目指した「日本の重要湿地 500」（県内 5箇所）を選定しています。 
【資料：環境省ホームページ、山梨県自然環境保全図 ほか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山梨県内で環境省により選定されている生物多様性に関連する場所など 
【資料：国土数値情報、山梨県自然環境保全図 ほか】 
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◆2つのユネスコエコパーク 

本県には 2つの「ユネスコエコパーク(生物圏保存地域)」の認定地域があります。南アルプスユネス

コエコパークは 2014（平成 26）年、甲武信（こぶし）ユネスコエコパークは 2019（令和元）年に登録

されました。ユネスコエコパークでは、生物多様性に富む貴重な生態系を広く保全していくとともに、

域内の自然の成り立ちや、そこに育まれた歴史文化に対する理解を深めるほか、教育や研修を通じて地

域づくりの担い手育成などが行われています。 

ユネスコエコパークは、生物多様性の保全機能、学術的研究支援、経済と社会の発展という 3つの機

能を求め、それぞれの機能を有する 3地域を設定しています。 

県立武田の杜保健休養林のサービスセンター内に、甲武信ユネスコエコパークインフォメーションセ

ンターが設置され、映像、ジオラマなどによる情報提供や各種普及啓発イベントが開催されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

核心地域 

緩衝地域 

移行地域 

甲武信ユネスコエコパーク（左）と南アルプスユネスコエコパーク（右）の位置 

【資料：甲武信ユネスコエコパークホームページ、南アルプスユネスコエコパークホームページ】 

 

ユネスコエコパークの 3つの地域 

【資料：甲武信ユネスコエコパーク資料】 
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 植物                          

◆植生分布の概要 

【高山帯の植生（標高 2,500m以上）】 

自然性の高い低木林や草原が分布し、八ヶ岳や南アルプスなどではハイ

マツやコケモモ、火山などの風衝地や岩礫地ではミヤマヤナギなどの低木

林（自然植生）が分布しています。ただし、約 1万年前からの噴火ででき

たと考えられている火山である富士山には、ハイマツが生育していない代

わりに、匍匐状のカラマツの天然林が発達しています。 

また、南アルプス、八ヶ岳、秩父金峰山などの風衝地ではガンコウラン、

ミネズオウ、タカネツメクサ、イワスゲなどからなる草原、水の豊富な立

地にはアオノツガザクラやタカネヤハズハハコ、富士山ではイワヒゲ、

オンタデやフジハタザオなどが分布しています。 

 

【亜高山帯の植生（標高 1,600m から 2,500mまで）】 

コメツガ、シラビソ、オオシラビソ、カラマツを中心とする針葉樹林（自

然植生）が分布し、ダケカンバを主とする落葉広葉樹林がみられます。 

 

 

【山地帯の植生（標高 600mから 1,600mまで）】 

主に落葉広葉樹林が分布しており、ブナ、イヌブナ、ヤマボウシなどの

落葉広葉樹林（自然植生）や、ミズナラ、イヌシデ、ミズキなどからなる

落葉広葉樹二次林（代償植生）が分布しています。 

 

 

 

【丘陵帯の植生（標高 600ｍまで）】 

かつて薪炭林として利用されてきたクヌギやコナラなどの落葉広葉樹二

次林（代償植生）が広く分布し、甲府盆地や富士川流域の一部の地域には

アラカシ、ヤブツバキなどの常緑広葉樹林（自然植生）、沢沿いにはイロハ

モミジやケヤキなどの落葉広葉樹林（自然植生）が分布しています。 
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自然植生と代償植生 
 

本来その土地に生育していた植生を「自然植生」といい、人間活動の影響によって置き換えられ

た植生を「代償植生」といいます。 

 

 

 

 

 

コラム 

低木林（自然植生） 

針葉樹林（自然植生） 

山地帯の落葉広葉樹二次林 

丘陵帯の落葉広葉樹二次林 
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【耕作地・植林地の植生】 

耕作地は水田、畑、樹園地（果樹園、茶畑）、植林地はスギ・ヒノキ、カ

ラマツ、アカマツ、シラビソ、ウラジロモミなどからなります。スギ・ヒ

ノキ植林とアカマツ植林は丘陵帯から山地帯に、カラマツ植林は山地帯か

ら亜高山帯に、シラビソ植林とウラジロモミ植林は亜高山帯を中心に分布

しています。このほか、マダケ、モウソウチク、ハチクなどの竹林は丘陵

帯を中心に分布し、生産林として利用されています。 

 

 

 
 

植生図 

【資料：自然環境保全基礎調査（植生調査）（第 7 回調査）】 

植林地 
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◆様々な環境に代表される、種類の豊富な植物相 

本県は、地域により大きく異なる環境条件（気候、地史、土壌など）と標

高 80mから富士山頂の標高 3,776mまでの全国的にも稀な大きな標高差により、

約 3,500 種の多種多様な植物が生育しています。 

標高 3,000m付近ではハイマツ、キタダケソウ、チョウノスケソウ、タカネ

ミミナグサなどがみられます。なお、富士山は噴火後の歴史が浅く、ハイマ

ツは分布していませんが、代わりにカラマツの天然林が分布しているのが大

きな特徴となっています。標高 1,800m以上になるとコメツガ、シラビソ、オ

オシラビソ、ウラジロモミ、カラマツ、ダケカンバ、サラサドウダンなどの

亜寒帯以上に分布する植物群が多くなります。標高 600m から 800m 付近を境

に、ブナ、イヌブナ、ミズナラ、クリ、イヌシデ、ウリハダカエデ、スズタ

ケ、サラシナショウマなどの冷温帯要素の植物群が多くなります。都市部周

縁の標高 600mより低い場所では、アラカシ、シラカシ、ヤブツバキ、クヌギ、

タマアジサイ、ヒメウツギなどの暖温帯性の植物群がみられます。 

甲府盆地を中心に流れる富士川などの河川域では、イヌコリヤナギ、カワ

ラケツメイ、ヤシャゼンマイなど、湖沼や貯水池などではヒルムシロ、エビ

モ、クロモ、セキショウモなどの浮葉植物や沈水植物が生育しています。都

市部では、オオバコ、ヨモギ、ススキなどのほか、アレチウリ、オオキンケ

イギク、オオハンゴンソウ、ニワウルシなどの国外外来種も多くみられます。 

 

◆フォッサマグナ地区を特徴づける植物 

本県は日本の植物区系でいう「フォッサマグナ地区」にあり、この地域に特徴的な植物としてマメザ

クラ、キクザキイチゲ、コマイワヤナギ、ムラサキツリガネツツジ、ヒメスミレサイシン、カイフウロ、

アカイシコウゾリナなどが記録されています。 

 

◆山梨県のなかでも分布が限られた植物 

高山を中心に分布するキタダケソウ、タカネマンテマ、キタダケキンポウゲ、キタダケトリカブトな

どは、北岳を中心とした狭い範囲に分布する植物群です。また、タキミシダ、コタニワタリ、ホソバショ

リマ、クリハラン、オオカナワラビ、ユズリハコモチシダ、ハナミョウガ、スダジイ、アカガシ、ヒコ

サンヒメシャラなどは、本県が我が国の分布限界地とされています。また、ホザキツキヌキソウは本県

のみで確認されています。 

このほか、アツモリソウ、カイコバイモ、コハクラン、サンプクリンドウ、ヒメセンブリ、ホテイア

ツモリ、ミスズラン、ヒメイバラモなどの日本固有種も多く記録されています。 

 

 

 

 

 

 

 

カワラケツメイ 

ハイマツ 

ブナ 

キタダケソウ タカネマンテマ ヒコサンヒメシャラ 

 

キタダケキンポウゲ 
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◆山梨県にちなんだ名前の植物 

本県には、山梨県に由来する名前「キタダケ」「カイ」のほか、山梨県東部

富士五湖地方を指す「グンナイ」がついた植物があります。初めて確認され

た場所や分布によって「キタダケソウ」「カイコバイモ」「グンナイキンポウ

ゲ」などと命名されています。なお、これらのなかには、山梨県希少野生動

植物種に指定され、保護されているものもあります。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ナラ枯れ被害の増加 

本県では、2019（令和元）年度に身延町、南部町、山中湖村で

初めてナラ枯れ被害（カシノナガキクイムシが媒介するナラ菌に

よりナラなどの樹木が枯れる現象）が確認され、2022（令和 4）

年度には県内 19市町村に被害範囲が拡大しました。ナラ枯れ被害

はこれからも拡大する可能性があるため注意が必要です。 

 
 

 

 動物                           

◆山梨県の代表的な動物 

【哺乳類】 

人里から奥山にかけて多くの哺乳類が生息して

います。地中にはアズマモグラなどのモグラ類、地

上には大型のツキノワグマやニホンジカ、中型のタ

ヌキやノウサギ、ヒメネズミなど小型のネズミ類な

どがいて、樹上生活のムササビもいます。また、コ

ウモリ類も 17 種類の記録があります。南アルプス

地域や富士山地域の樹林や溶岩洞窟などが重要な

生息場所になっています。特に「西湖蝙蝠穴及びコ

ウモリ」は国の天然記念物となり、キクガシラコウ

モリ、コキクガシラコウモリ、ニホンウサギコウモ

リなどが確認されています。 

  
ニホンジカ タヌキ 

  
ノウサギ キクガシラコウモリ 

2-9 

県天然記念物のフジマリモ 
 

フジマリモは、1956年（昭和 31 年）、山中湖村立山中小学校の児童が

山中湖で直径 2cm ほどの球状の藻を発見し、同校の当時の校長であった

杉浦忠睦氏が報告・命名しました。後に河口湖や西湖、精進湖、本栖湖

などでも発見され、いずれも県天然記念物に指定されています。その後

も調査研究が継続されていますが、生育地の気温・水温上昇や水質の変

化などにより、絶滅が危惧されています。 

【資料：山中湖村フジマリモ生息調査報告書（山中湖村教育委員会・国立科学博物館）】 

 

 

 

 

 

フジマリモ 

ナラ枯れ被害状況（2022年度） 
【資料：森林整備課】 
 

カイコバイモ 

 

コラム 
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【鳥類】 

標高の高い奥山ではホシガラス、イワヒバリ、山

地の森林ではヤマガラ、サンコウチョウ、クロツグ

ミ、人里ではスズメ、ホオジロ、ハシボソガラス、

河川・湖沼ではカモ類、カワセミ、キセキレイなど、

多くの鳥類がみられます。 

南アルプス地域には、国の特別天然記念物のライ

チョウが生息しており、広く自然環境が維持されて

いることがわかりますが、近年は個体数の減少が懸

念されています。また、国指定天然記念物の身延町

ブッポウソウ繁殖地があり、保護増殖事業が実施さ

れています。 

 

【爬虫類】 

河川ではニホンイシガメ、クサガメ、ニホンスッ

ポン、ミシシッピアカミミガメ（特定外来生物）の

カメ類が生息しています。山地ではジムグリ、シロ

マダラ、タカチホヘビ、里山及びその周辺ではヤマ

カガシ、ヒバカリ、ニホンカナヘビなどの爬虫類が

生息しています。 

爬虫類は広く分布していますが、近年の宅地開発

や農地の減少によって、餌となる両生類ともども、

生息する数が年々減少しているといわれています。 

 

 

 

【両生類】 

山地の渓流や源流部にはハコネサンショウウオ、

ヒガシヒダサンショウウオなどが生息しています。

山地にはナガレタゴガエル、ヤマアカガエル、カジ

カガエルなど、甲府盆地周辺の水田にはトノサマガ

エル、シュレーゲルアオガエル、ニホンアマガエル

などが生息しています。 

両生類の生息地は、山地の渓流や河川や沢、水田

など水辺環境に依存しているため、豊かな水に育ま

れた本県の環境を守っていくことが重要です。 

 

 

 

  
ヤマガラ ホオジロ 

  
カワセミ ライチョウ 

  
ニホンイシガメ ニホンスッポン 

  
ヤマカガシ ニホンカナヘビ 

  
ハコネサンショウウオ カジカガエル 

  
ヤマアカガエル トノサマガエル 
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【魚類】 

河川中流部にはコイ、アユ、ウグイ、カマツカ、

オイカワ、カジカ、上流部の渓流環境ではアマゴ、

ヤマメ、イワナなどが生息しています。県内東部の

地域では、湧水が流れ込む小河川と水田の用水路に

ホトケドジョウが確認されています。また富士五湖

などの湖沼に、コイ、フナ類、ワカサギ、ナマズな

どが生息しています。 

魚類を保全するためには、生息地として河川の連

続性の確保、外来種の防除などが重要です。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【昆虫類】 

南アルプス地域には、氷河期の生き残りと考えら

れているタカネキマダラセセリなど 7 種の「高山

蝶」やアカイシコバネヒナバッタなどの高山性昆虫

が生息し、その一部や別亜種が八ヶ岳でもみられま

す。 

県南部・県東部から甲府盆地周辺を中心とした、

低地から中山間地にかけては、里山の雑木林を代表

するオオムラサキをはじめ、オオクワガタやヒラタ

クワガタなどの昆虫がみられ、河川沿いには、シル

ビアシジミ、カワラハンミョウなどが、溜池や水田

にはゲンゴロウやマダラヤンマなどの貴重な昆虫

も生息しています。 

  
ウグイ アマゴ 

  
ホトケドジョウ コイ 

  
シルビアシジミ オオムラサキ 

 

  
アカイシコバネヒナバッタ フジジガバチ 

イワナなどの渓流魚の遺伝子保全 
 

県内の河川上流に生息するヤマトイワナとニッコウイワナは、亜種の関係にあります。これらは水

系によって分布が分かれており、富士川水系にはヤマトイワナが、桂川水系及び多摩川水系にはニッ

コウイワナが生息しています。 

遊漁の対象として、かつては他地域の魚を用いた放流が盛んに

行われてきた時代がありましたが、近年、生物多様性の観点から、

地域独自の遺伝子集団を維持する考え方が広まっています。山梨

県では、各漁協に対し、在来個体群が生息する水域への養殖魚の

放流は行わないよう要請するとともに、漁協以外の方が行う放流

を許可制とすることで、イワナなどの渓流魚在来個体群の保全に

取り組んでいます。        【資料：山梨県ほか】 

 

 

 

 

ヤマトイワナ 

コラム 
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富士山の亜高山帯以上には、国内でここでしか記録のないフジシロミャクヨトウをはじめ、高山性フ

ジコバネヒナバッタや高山蛾などがみられます。また、山麓の草原地帯には、ゴマシジミやアカハネバッ

タ、フジジガバチなど 30 種の草原性絶滅危惧昆虫が生息していて、国内を代表する多様な昆虫の生息

地となっています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昆虫類の主な減少要因 
 

「2018 山梨県レッドデータブック」では、昆虫類について「里山を主な生息地とする多くの昆

虫が絶滅の危機に瀕していること」、「南方系種の分布拡大と北方系種の衰退」、「シカの食害などに

よる植生の変化に基づいた衰退」、「人為的な外来種の侵入と分布拡大」などを過去 15 年間の変化

として捉えています。また、昆虫類の大きな減少要因として「里地・里山環境の変質と減少」、「地

球規模の気候変動（温暖化）の影響」、「シカの食害などによる植生の変化」の 3つをあげています。

昆虫類の減少要因を知り、絶滅のおそれのある種の生息環境が持続可能な状態を保てるように配慮

することが求められています。              【資料：2018山梨県レッドデータブック】 

コラム 

食物連鎖 
 

生態系のなかで、食べたり、食べられたりの関係にある生物のつながりを「食物連鎖」といいま

す。食物連鎖でみると、生産者の植物を餌とする草食性哺乳類や昆虫類がいて、さらに昆虫類など

を餌とする中・小型哺乳類や鳥類、両生類・爬虫類などがいます。そして、それらの動物を餌とす

る猛禽類や大・中型哺乳類などは、食物連鎖の上位に位置する生物です。また、枯葉や動物の排泄

物・死体などは、昆虫類や土壌動物などの生物により分解されます。 

このような食物連鎖があるため、現在、顕著に確認されているニホンジカの個体数の増加は、採

食されている植物の変化だけではなく、それらに関係する動物にも影響が及ぶことになります。          

【資料：2018 山梨県レッドデータブック】 

コラム 
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 特に重要な動植物                    

◆501種の絶滅のおそれのある種 

2018（平成 30）年に公表された「2018 山梨県レッドリスト」では、絶滅のおそれがある種（絶滅危

惧Ⅰ類及びⅡ類）として植物 390 種、動物 111種があげられており、在来種数に対する絶滅のおそれの

ある種の割合（昆虫類を除く）は約 17％となっています。絶滅のおそれのある種について「2005 山梨

県レッドデータブック」と比較すると、新たな調査対象分類群の追加などがありますが、植物で 23 種

（367→390 種）、動物で 64 種（47→111 種）と、計 87種も増加しました。 

 

「2018 山梨県レッドリスト」の掲載種数 

カテゴリー 植物 

動物 

合
計 

哺
乳
類 

鳥
類 

爬
虫
類 

両
生
類 

魚
類 

昆
虫
類
※ 

動
物
合
計 

山
梨
県
レ
ッ
ド
リ
ス
ト 

絶滅(EX) 0 2 0 0 0 1 4 7 7 

野生絶滅(EW) 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

絶滅の 
おそれの 
ある種 

絶滅危惧ⅠA 類(CR) 136 0 3 0 1 0 17 21 157 

絶滅危惧ⅠB 類(EN) 166 3 9 0 0 0 20 32 198 

絶滅危惧Ⅰ類（CR+EN）注） 0 0 0 0 0 0 2 2 2 

絶滅危惧Ⅱ類(VU) 88 5 10 2 1 2 36 56 144 

小計 390 8 22 2 2 2 75 111 501 

準絶滅危惧(NT) 34 6 19 0 2 0 34 61 95 

情報不足(DD) 42 6 18 2 1 5 17 49 91 

絶滅のおそれのある地域個体群(LP) 0  0 0 0 4 1 5 5 

要注目種(N) 0 11 0 0 1 1 4 17 17 

要注目種地域個体群(NLP) 0 
 

0 0 0 0 4 4 4 

合計 470 33 59 4 6 13 139 254 724 

※チョウ目、コウチュウ目、トンボ目を中心とする。 注）チョウ目ガ類のみ該当する。 

【カテゴリーの説明】 

■絶滅(EX)：山梨県で既に絶滅したと考えられる種 

■野生絶滅(EW)：飼育・栽培下でのみ存続している種 

■絶滅のおそれのある種 

・絶滅危惧Ⅰ類(CR+EN)：絶滅の危機に瀕している種 

絶滅危惧ⅠA類(CR)：ごく近い将来における野生での絶滅の危険性が極めて高いもの 

絶滅危惧ⅠB類(EN)：ⅠA類ほどではないが、近い将来における野生での絶滅の危険性が高いもの 

・絶滅危惧Ⅱ類(VU)：絶滅の危険が増大している種 

■準絶滅危惧(NT)：存続基盤が脆弱な種 

■情報不足(DD)：評価するだけの情報が不足している種 

■絶滅のおそれのある地域個体群(LP)：地域的に孤立している地域個体群で、絶滅のおそれが高いもの 

■要注目種(N)及び要注目種地域個体群(NLP)：近い将来絶滅危惧に移行するか、その動向を注目する必要 

のある種または地域個体群 
【資料：2018 山梨県レッドデータブック】 

 
◆希少種の状況 

「2018 山梨県レッドリスト」は、絶滅のおそれのある野生生物を守り、生物多様性を保全するため、

山梨県内の現状を調べて重要な動植物の種（希少種）をリストアップしたものです。 

希少種の概要は次のとおりです。 

2-10 
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【植物】 

植物の希少種は合計 470 種です。森林や草原、湿地、河川・

池沼に生育している種が多く、礫地・岩場という特殊な環境に

生育している種も含まれています。 

この礫地・岩場という環境は、八ヶ岳や北岳といった高山帯に

成立しており、本県の立地特性をよく表しています。このなか

には、チチブミネバリ、イチョウシダ、コウシュウヒゴタイ、

イワシモツケなどの植物も生育しています。 
 

【動物】 

動物の希少種は合計 254 種です。昆虫類（139 種：チョウ目、

コウチュウ目、トンボ目を中心とするグループ）が最も多く、

次いで鳥類（59種）、哺乳類（33種）、魚類（13種）の順になり

ました。これらのうち、特に昆虫類ではタカネキマダラセセリ

やコバネヒナバッタなど、南アルプスや八ヶ岳・富士山の地域

特有の分化に至ったもの、地域個体群として生息地が限られて

いるものがあります。また、60 年以上全く記録がないフサヒゲ

ルリカミキリなどの動物 7種が絶滅と判断されています。 

 

◆38種の指定希少野生動植物種 

本県では、1985（昭和 60）年、全国に先駆け「山梨県高山植物の保護に関する条例」を策定し、特定

高山植物 18種（後に 22種）を指定し、その保護に努めてきました。 

その後、3 年間の野生動植物の実態調査に基づいた「山梨県レッドデータブック」（2005（平成 17）

年）の作成を踏まえ、上記条例の内容をより充実させた「山梨県希少野生動植物種の保護に関する条例」

を制定するとともに、指定希少野生動植物種などの指定により、さらなる希少野生動植物の保護を進め

ています。現在、本条例に基づく指定希少野生動植物種 ※1は 38 種、特定希少野生動植物種 ※2は 26 種

です。特に指定種が多い高山植物は、希少野生動植物保護専門員を配置し、山岳レインジャーによる生

育地のパトロールの実施など、高山植物保護の指導、啓発に努めています。 
 

※1 指定希少野生動植物種：生きた個体の捕獲、採取、殺傷または損傷を禁止する種（卵及び種子を含む） 
※2 特定希少野生動植物種：指定希少野生動植物種のうち譲渡し及び譲受けを監視する必要があるもの 

【資料：やまなしの環境 2022】 

 
奇跡の魚「クニマス」の発見 

 

日本では絶滅したと考えられていたクニマスが、2011（平成 23）年に

本県の西湖で発見されました。それ以後、当地が国内唯一の生息地とし

て注目され、山梨県水産技術センターではクニマスの生態を明らかにす

るための研究や、増殖及び養殖技術の確立に向けた研究を行っていま

す。西湖ネイチャーセンター内にある展示館では、クニマスについて学

べます。なお、クニマスは秋田県田沢湖の固有種であるため、「2018山

梨県レッドリスト」の対象とはされていません。 

 

 

 

 

 

クニマス 

植物の希少種（生育環境別） 

動物の希少種（分類群別） 

コラム 

森林, 

273 草原, 95 

礫地・岩場, 

37 

湿地, 36 
河川・池沼, 

29 
470種

哺乳類, 33 

鳥類, 59 

爬虫類, 4 

両生類, 6 
魚類, 13 

昆虫類,

139 

254種
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 天然記念物、自然記念物、巨樹・巨木林          

◆天然記念物、自然記念物、巨樹・巨木林の指定  

本県では、植物関連の国指定天然記念物として、山高神代ザクラ、富士山原始林及び青木ヶ原樹海、

山ノ神のフジなどの 14 件、県指定天然記念物は冨士浅間神社の大スギ、福士金山神社のイチョウ、湯

島の大スギなどの 95 件が指定されています。このほか、わに塚のサクラなど、市町村の指定天然記念

物も数多くあります。動物関連では、カモシカとライチョウは国の特別天然記念物、ヤマネは国の天然

記念物に指定されています。 

また、巨樹・巨木林データベース（環境省）には、県内の神社な

どを中心に、ケヤキ、スギ、モミ、イチョウ、ヒノキ、トチノキな

どの計 92種 1,212本が登録されています。このほか、「山梨県自然

環境保全条例」に基づく自然記念物として、新屋山神社の社そう、

三窪のレンゲツツジ、三ツ峠山の特殊植物、富士川のサツキ及びシ

ラン、櫛形山アヤメ平及び裸山のアヤメ群落など 28 箇所が指定さ

れています。 

 

 外来種                         

◆特定外来生物 

「外来生物法」では、生態系や人の生命・身体、

農林水産業に悪影響を与えるおそれのある外来生

物を「特定外来生物」として指定し、飼養・栽培・

保管・運搬・販売・輸入などを規制しています。 

本県では、オオキンケイギク、アレチウリ、アラ

イグマ、ガビチョウ、コクチバス、アカボシマダラ

などの特定外来生物が確認されています。 

2022（令和 4）年には、特定外来生物のナガエツ

ルノゲイトウが県内で初めて、甲府市内の河川敷で

確認されました。本種は拡大力・再生力が非常に強

く、生態系や農業への悪影響のおそれがあるとされ

る外来生物のため、早急な対応が求められます。 

県内各地でオオキンケイギク、アレチウリ、アメリカザリガニなどの特定外来生物防除の駆除活動を

行っています。 

 

本県で確認されている特定外来生物 

植物 アレチウリ、オオカワヂシャ、オオキンケイギク、オオハンゴンソウ（八重咲の品種をハナガサギ

クと呼ぶ）、オオフサモ、ナガエツルノゲイトウ 

動物 【哺乳類】ヌートリア、クリハラリス、アライグマ、【鳥類】ガビチョウ、ソウシチョウ、【爬虫類】

カミツキガメ、ミシシッピアカミミガメ、【両生類】ウシガエル、【魚類】カダヤシ、ブルーギル、

オオクチバス、コクチバス、【昆虫類】アカボシゴマダラ、【クモ類】セアカゴケグモ、ハイイロゴ

ケグモ、【甲殻類】アメリカザリガニ 

【資料：2018 山梨県レッドデータブック、山梨県植物分布誌、やまなし野鳥の会鳥類目録 2022、山梨県自然共生推進課】 

  
オオキンケイギク アレチウリ 

  
アライグマ 

【環境省提供】 
ガビチョウ 

2-11 

2-12 

わに塚のサクラ（韮崎市） 
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◆クラウドファンディングを活用した富士山麓における外来種対策 

富士山が世界文化遺産に登録されて以降、登山者の増加に伴い、富

士山における外来植物（国内由来の外来種を含む）の分布が拡大して

います。その結果、従来から富士山麓に生育していた植物と外来植物

との交雑、外来植物による在来植物の被圧などによる生態系への影響

が懸念されています。このため、本県ではクラウドファンディングを

活用し、外来種防除マット及びサインスタンドの設置、外来植物ボラ

ンティア指導講習会を実施しています。 

 

富士山における外来種対策の実施状況 
実施活動 活動の内容 

外来種防除マット及び

サインスタンド設置 

 登山者による外来植物の侵入を防除するため、靴裏や衣服に付着した植物

の種子を落とす外来種防除マットとブラシを 7 月上旬から 9 月中旬まで設

置 

外来植物ボランティア

指導講習会 

 外来種についての啓発活動及び防除活動のため、富士山五合目駐車場で外

来種の同定方法などを指導する講習会（座学と現地作業）を実施 

 現地作業は、富士山五合目に生育している国外外来種であるセイヨウタン

ポポ、シロツメクサ、国内外来種であるバッコヤナギ、オオバコ、ヨモギ

を対象に、見分け方の講習実施後に除去作業を実施。 

【資料：山梨県自然共生推進課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外来種被害予防 3原則 
 

人の手により、国内外の本来の生息地から持ち込まれた動植物は「外来種」と呼ばれます。外

来種の影響は、生態系への影響（在来種の捕食、遺伝子の撹乱など）、人への危害、農作物への被

害などがあります。これら被害が深刻になっていることから、外来種に対する問題意識も高まっ

てきています。そのため、外来種被害予防 3 原則として、①入れない、②捨てない、③拡げない

を徹底していくことが重要です。 

 

 

外来種防除マット 

コラム 

遺伝的撹乱 
 

元からその地域にいた生物を「在来生物（在来種）」といいます。在来種は、長い年月をかけて

その地で世代交代を繰り返してきたため、地域固有の遺伝子を持っています。そのため、他の地

域から採ってきた同じ種類の生物を野生に放したりすると、地域固有の遺伝子を持った生物と交

雑してしまうため、「遺伝的撹乱」が生じ、独自に進化してきたその地域の特性が失われることに

なります。 

他の地域で採集したメダカや、販売店で購入したメダカを家の近所などの野外へ放すことはや

めましょう。地域固有の生物を守ることが、生物多様性の保全につながります。 

 

コラム 
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 野生鳥獣の保護管理                   

◆「鳥獣保護区」の指定 

本県の地勢は低地林から高山帯にまで及ぶことから変化に富み、四季を通じて多くの種類の野生動物

がみられます。南アルプス山系には、特別天然記念物であるライチョウが生息しており、また、冬季に

は富士五湖をはじめ、釜無川や笛吹川にカモ類の渡来も多くみられます。本県ではこのような地域を「鳥

獣保護管理法」に基づく鳥獣保護区として指定しており、2023（令和 5）年 11 月現在、鳥獣保護区は

38箇所 74,794.11haです。 

また、鳥獣の保護が特別に必要と認められる地域は、鳥獣保護区内に特別保護地区を指定しています。

特別保護地区では水面の埋め立て、干拓、立木竹の伐採または大規模な工作物を設置するときは許可を

必要とします。なお、2023（令和 5）年 11 月現在、指定されている特別保護地区は 10 箇所 6,310.1ha

です。                     【資料：令和 5 年度鳥獣保護区位置図】 

 

◆鳥獣保護管理のための計画・指針の策定 

本県には豊かな自然環境がありますが、開発や森林の変化、中山間地をとりまく環境の変化により野

生鳥獣の生息環境は大きく変化しています。その結果、生息数が減少する種がみられる一方、生息数が

増加し、人間活動との軋轢が大きな社会問題となっている種も現れています。 

このような種を適切に保護・管理するため、県ではニホンジカ、イノシシ、ニホンザル、ツキノワグ

マ、カワウ、アライグマに関する管理・防除のための計画や指針を策定し、事業を進めています。 

【資料：やまなしの環境 2022】 

 

◆野生鳥獣による農林業被害 

2021（令和 3）年度の野生鳥獣による農業及び 2022（令和 4）年度の林業の被害額は、ニホンジカと

ツキノワグマが多くなっています。特にニホンジカは、生息域の拡大により、農林業被害だけではなく、

樹皮剥ぎなどによる森林植生や高山植物などの自然生態系に深刻な被害を及ぼしています。 

また、内水面漁業への被害として、カワウによるアユの推定被害額も 2022（令和 4）年度に 345万円

（山梨県食糧花き水産課資料）とされています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆ニホンジカ分布拡大による影響 

ニホンジカの分布拡大により、植物の過食による植生の衰退、天然更新の阻害、ニホンジカが好まな

い植物の増加、希少植物の採食や踏み荒らし、林床の裸地化に伴う土壌流亡などの影響が確認されてい

ます。また、ニホンジカに寄生するダニやヒルの生息域も拡大していることから、動物由来の感染症の

拡がりが懸念されます。 

さらに、峡南地域ではニホンジカと電車の衝突事案が増えてきています。 

【資料：山梨県森林総合研究所、山梨県農政部農業技術課、林野庁】 

2-13 

野生鳥獣農業被害金額（2022年度） 

【資料：山梨県農業技術課】 

 

野生鳥獣林業被害金額（2022年度） 

【資料：山梨県森林整備課、県有林課】 
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ニホンジカの密度を経年的に調べた結果、2011（平成 23）年から 2015（平成 27）年の間に南アルプ

ス地域、富士山をはじめとする奥山で増加していました。その後、2021（令和 3）年までの間に一部地

域で減少していると推定されますが、南アルプス地域や甲武信地域では依然として密度が高い状況にあ

ります。 

 

 
 
 
 
 
 
 

糞塊密度調査の推移によるニホンジカの分布拡大状況 
【資料：山梨県自然共生推進課資料】 

 
 
◆狩猟者登録者数 

 県内の狩猟者登録者数は、高齢化や後継者不足

により 2014（平成 26）年度までは減少傾向が続

き、その後は横ばいで推移して 2022（令和 4）年

度は 3,316人となっています。県では、新規狩猟

免許取得者への助成や、新規狩猟免許取得者を対

象とした研修会を実施し、狩猟者の確保に努めて

います。 

 

 

山梨県における鳥獣保護管理の実施状況 
実施活動 活動の内容 

鳥獣保護区などの指定  鳥獣の保護を図るために必要な地域を指定（鳥獣保護区 38 箇所、特別保

護地区 10 箇所、特定猟具使用禁止区域 105 箇所） 

鳥獣保護思想の普及啓発  愛鳥週間関連行事（ポスターコンクール、探鳥会、愛鳥モデル校の指定） 

鳥獣センターの運営  鳥獣センターを活用、鳥獣保護、自然保護思想の普及啓発、傷病鳥獣の保

護、鳥獣写真コンクール 

鳥獣の生息状況調査  ガンカモ鳥類調査、全国一斉のガンカモ鳥類生息調査 

有害鳥獣の捕獲  有害鳥獣捕獲の許可、市町村への許可権限移譲（鳥類 6 種、獣 5 種） 

保護管理事業計画など  鳥獣保護管理事業計画 

 山梨県第二種特定鳥獣（ニホンジカ）管理計画、指定管理鳥獣捕獲等事業 

 山梨県第二種特定鳥獣（イノシシ）管理計画 

 山梨県第二種特定鳥獣（ニホンザル）管理計画 

 山梨県ツキノワグマ保護管理指針   

 山梨県カワウ管理指針 

 山梨県アライグマ防除実施計画 

その他  野生鳥獣の生息環境の改善（巣箱の設置、給水施設の設置など） 

 鳥獣保護巡視員などによる狩猟パトロール 

【資料：やまなしの環境 2022、令和 4 年度鳥獣保護区位置図、山梨県自然共生推進課】 

狩猟者登録者数の推移 
【資料：山梨県自然共生推進課資料】 
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〇は増加している

エリア 

 

※糞塊密度調査：10 粒以上の糞塊を数え、1km 当たりの密度で生息状況を示す方法です。 
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 生物多様性と事業活動                        

◆大規模事業による環境配慮のしくみ 

本県には、「山梨県環境影響評価条例」に基づく環境影響評価制度

のしくみがあり、環境影響評価項目には植物・動物・生態系などの

生物多様性に関する項目も含まれています。 

また、日照時間に恵まれた本県では、太陽光発電施設の導入が急

速に進み、それに伴い森林伐採などの環境破壊や景観阻害などの問

題が顕在化してきました。そのため、「山梨県太陽光発電施設の適正

な設置及び維持管理に関する条例」を2021（令和3）年7月に制定し、

太陽光発電事業と地域環境との調和を図ることとしています。 

【資料：山梨県の環境アセスメント制度、大気水質保全課、環境・エネルギー政策課】 

 

◆生物多様性に配慮した公共事業の推進 

 本県では、河川や砂防整備・維持管理、公共施設の緑化などにおいて、生物多様性に配慮した事業を

推進しています。 

 

生物多様性に配慮した公共事業 
項目 内容 

河川・砂防  河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出す

るための「多自然川づくり」の推進 

 土砂災害対策として行う砂防事業では、自然環境・景観の保全と創造及び渓流の利用に

配慮した砂防事業を推進 

 河川や砂防の整備では、水と親しみ憩いの場となる空間の創出 

公共施設  周辺環境の状況に応じた樹種や郷土種の養成、公共施設の緑化の推進 

【資料：やまなしの環境2022】 

 

◆プラスチックごみによる生物多様性への影響 

事業活動や日常生活から発生するプラスチックご

みは、生態系や漁業・観光への影響など、様々な問題

を引き起こしています。近年はマイクロプラスチック

（5mm以下のプラスチックごみ）による海洋生態系へ

の影響が世界的な課題となっています。 

県内でも河川のマイクロプラスチックの状況を把

握するために、2019（令和元）年度より河川マイクロ

プラスチック調査を実施しています。調査結果からは、

多くの人が生活している市街地付近を流れる河川に

おいて、マイクロプラスチックの個数密度が大きくな

る傾向がみられました。 

 

第３節 生物多様性と社会経済活動 

3-1 

マイクロプラスチックの種類別個数密度 
【資料：令和元年度山梨県河川マイクロ 

プラスチック調査等業務報告書】 

 

野立て太陽光発電施設 



第２章 生物多様性の現状と課題 

45 

 生物多様性と産業                    

◆環境に配慮した農業の推進 

本県では、「山梨県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画」を策定し、土づくりの推進

や化学肥料・化学合成農薬の使用低減などにより、環境への負荷を低減し、環境に配慮した持続可能な

農業を積極的に推進しています。なお、本県では、以下のような生物多様性に関連する農業施策を実施

しています。 

 
生物多様性に関連する農業施策 

項目 内容 

環境負荷低減事業活動実

施計画の認定 

 みどりの食料システム法に基づき、環境負荷低減に取り組む５年間の事業

計画を作成し、県が認定 

有機農業の推進  有機農業者の技術向上のためのセミナー開催、有機農業地域普及展示圃の

設置 

甲斐のこだわり環境農産

物の認証 

 県で定めた基準から化学合成農薬及び化学肥料を 30％以上削減したもの

を認証 

荒廃農地の発生抑制・解消  農地中間管理機構などと連携した農業生産基盤の整備 

 多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金を活用した農地の

保全 

【資料：やまなしの環境 2022】 

 
◆果樹の生産と生物多様性 

本県の気象・土壌・日照など果物の生産に恵まれた立地

条件を生かし、甲州八珍果に代表される多くの果物がつく

られています。特にぶどう、もも、すももは日本一の収穫

量を誇っています。 

また、峡東地域（山梨市、笛吹市、甲州市）の扇状地に

適応した果樹農業システムは、人々が営む農業生産活動が

多様な生物が生息する場となっているとして、世界農業遺

産に認定されました。このように、本県の果樹園は、環境

に配慮した持続可能な農業の好事例となっています。 

【資料：山梨県ホームページ ほか】 

 
◆生物多様性の恵みを生かした地場産業 

本県には、全国的にも有名なワイン、織物、印章、和紙をはじめ、本県の地域資源を活用した様々な

地場産業があります。例えば、富士山に自生するスズ竹を材料にしたスズ竹細工（ザル）、山梨県産の

シカの革を使った革工芸品「URUSHINASHIKA（ウルシナシカ）」、山梨県の伝統野菜（やはたいも、浅尾

だいこん、大塚にんじん、あけぼの大豆、鳴沢菜など）があります。 

しかし、近年ではスズタケが枯れている現象が確認され、その原因や影響が研究されているほか、ニ

ホンジカについては個体数の増加や分布拡大による生態系への影響が大きな課題となっています。 

 

 

 

3-2 

果樹園内の環境 
【資料：峡東地域世界農業遺産推進協議会 

ホームページ】 
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◆FSC森林管理認証 

本県の県有林は、2003（平成15）年4月に、公有林としては全国に先駆けて国際的な森林認証制度で

あるFSC森林管理認証を取得しました。この認証は、県有林が環境・社会・経済の各分野において国際

的な基準に従って適切に管理されていることを意味します。県有林の認証面積は14.4万ha（貸地などを

除く全ての県有林）であり、認証面積は全国第１位（国内認証面積の約3分の1）であり、県有林から生

産された木材は、FSC認証材として販売しています。          【資料：やまなしの県有林】 

 

◆県有林によるカーボン・オフセット 

 本県の県有林では、間伐を行うことにより森林が吸収した二酸化炭素を、オフセット・クレジット

（J-VER）制度によりクレジット化し、これをカーボン・オフセットに取り組んでいる事業者に販売し

ています。森林の適正管理により、生物多様性の確保につながるとともに、脱炭素社会の実現に向けた

「自然を活用した解決策（NbS）」にもつながります。 【資料：やまなしの県有林】 

 

◆自然を楽しむことを目的とした観光 

 2022（令和 4）年の「山梨県観光入込客

統計調査」によると、観光の主な目的とし

ては、「自然を楽しむ」（38.7％）が最も多

い回答でした。本県の豊かな自然を目的に

訪れる観光客の割合が多いことがわかり

ます。 

 

 

 

◆エコツアーなどの実施 

 本県では、サステナブルツーリズム（持続可能な観光）として、「富士山青木ヶ原樹海等エコツアー

ガイドライン」を定め、自然環境の保全と持続可能な利用を図っています。五合目周辺などでは、自然

にふれながら動植物の生態系や地形・地質、歴史や文化を学び体験する「エコツアー」を実施していま

す。 

県内の主なエコツアー団体 

アウトバックアドベンチャーツアーズ、河口湖フィールドセンター、富士河口湖町公認ネイチャーガイド、

風穴・氷穴のネイチャーガイド、富士山自然学校、富士山登山学校ごうりき、ふじさんミュージアム、ホー

ルアース自然学校、カントリーレイクシステムズ、NPO 富士山クラブ、NPO 富士に学ぶ会 

【資料：公益社団法人やまなし観光推進機構ホームページ】 

観光の主な目的（上位 10位まで） 
【資料：令和 4 年山梨県観光入込客統計調査】 

スズタケ スズ竹工芸品（右） 
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◆生物多様性に配慮した事業活動と金融 

 企業の事業継続性確保の観点から、自然資本の利活用や生物多様性の保全を経営課題と捉え、企業に

よる生物多様性・自然資本に関する情報開示のしくみ（TNFD：自然関連財務情報開示タスクフォース）

や、グリーンファイナンス・ESG投資などに注目が集まっています。 

 本県では、「やまなし SDGs 登録制度」において、生物多様性の保全を含む SDGs の推進に貢献する登

録事業者に対して、低金利な「成長やまなし応援融資」が受けられるしくみがあります。また、自然資

本に恵まれている本県では、TNFDに関連して県内外の企業からの関心が高まると考えられます。 

 

 生物多様性と気候変動                    

◆気候変動と生物多様性との関わり 

 産業革命以降、人間活動によって温室効果ガスの排出量が増大したことにより、地球が温暖化し、そ

れに伴い気温や気象が長期的に変化するなどの気候変動が、生物多様性に大きな影響とリスクをもたら

すと認識されています。本県でも、気候変動に伴い、農林水産業、自然生態系、自然災害、県民生活・

都市生活などにおいて生物多様性に関連する以下のような影響が報告されています。 

 

気候変動による影響（生物多様性に関連する主なもの） 
項目 内容 

農林水産業  水稲は平坦地・中間地を中心に胴割粒や白未熟粒などの高温障害が発生し、玄米品質の

低下が報告されている 

 野菜は病害虫の多発や収穫時期の前進化、生育障害の発生などが報告されている 

 ぶどうは着色不良や着色遅延の発生が報告されている。また、果樹全般において、日焼

け果や病害虫の多発などにより、果実品質の低下や収穫量の減少なども報告されている 

 松くい虫被害は減少傾向にあるが、被害発生エリアは高標高区域に拡大 

 近年、山中湖、河口湖、精進湖では全面結氷することは稀であり、ワカサギの穴釣りは

ほとんど行われていない 

自然生態系  高山帯・亜高山帯は、少雪、寒春などの気候変動により、タカネビランジやホウオウシャ

ジンなどの希少野生植物の生育の遅れが報告されている 

 人工林の成長量の変化により森林の生産力が低下するおそれがある 

 サクラなどの植物開花の早期化が報告されている 

自然災害  時間雨量 50mm を超える短時間強雨の発生回数の増加や台風の大型化などが顕在化して

おり、本県でも河川護岸の損傷被害などが発生している 

 台風や集中豪雨などにより、山腹崩壊や土砂の下流への流出が発生している 

県民生活・

都市生活 

 都市部における気温の上昇は快適な生活環境に影響を及ぼしている 

【資料：山梨県地球温暖化対策実行計画】 

 

3-3 

気候変動による昆虫類への影響 
 

 県内で分布を拡げている特定外来生物のアカボシゴマダラは、20 世紀

末に中国大陸産の個体が人為的に放虫されて定着し分布を拡大したと考

えられており、在来種との競合が懸念されています。また、高標高地に

生息するチョウ類（コヒョウモンモドキ、タカキマダラセセリなど）は

地球温暖化に伴う気温上昇などにより、既に生息地が狭くなっているほ

か、高山にも分布を拡げているニホンジカの採食で食草が減少するなど

により、県内の昆虫にも危機が迫っています。 

 

 

アカボシゴマダラ 

コラム 
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 生物多様性に関する環境教育                       

◆生物多様性に関する環境教育の推進 

 本県では、「やまなし環境教育等推進行動計画」（2013（平成 25）年 3月）に基づく環境教育を推進す

るなかで、生物多様性についての環境教育も位置づけています。 
 本県で実施している生物多様性に関する環境教育、人材の育成には以下のようなものがあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生物多様性に関する環境教育の状況 
施策 内容 

教育の

実施 

富士山科学研究所における 

環境教室など 

ふじさん自然教室、自然体験事業、展示 

こどもエコクラブ活動の支援 地域のこどもエコクラブ活動への支援実施 

体験の機会の場の認定 「環境教育等促進法」に基づく体験の機会の場の認定 

森林体験活動の推進 森林体験活動を行う教育機関に対する企画などの支援 

青少年長期自然体験活動 海洋における野外活動生活の長期間実施 

やまなしエコティーチャーの

派遣 

環境に関する知識や経験のある人材を環境学習指導者（やま

なしエコティーチャー）として登録・派遣 

森の教室 森林総合研究所における展示室、工作室、図書コーナーなど

の施設や森林科学講座、体験学習、木工教室などの各種イベ

ントの開催 

緑の普及啓発 緑に関する様々な講座、相談への対応の実施 

八ヶ岳薬用植物園における 

研修 

ハーブなどの薬用植物や特用林産物の利用及び栽培方法の研

究・普及指導 

人材の

育成 

富士山科学研究所の取組 環境生涯学習プランの「富士山科学カレッジ」「富士山科学カ

レッジ大学院」、教員対象の「学校教員研修会〜体験で学ぶ火

山研修会」の開催 

森林総合研究所における研修 地域林業や森林・林業教育の中核的指導者となる人材育成 

【資料：やまなしの環境 2022】 

 

4-1 

第４節 生物多様性に関する環境教育・保全活動 

郷土学習教材「ふるさと山梨」 自然観察（富士山科学研究所） 動植物展示（富士山科学研究所） 
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◆自然とのふれあいの場の整備・管理 

「八ヶ岳環境と文化のむら」は、自然とのふれあいを通じて、そのしくみを学習する場、さらには自

然と人間との関係をみつめ直す場でもあり、「八ヶ岳自然ふれあいセンター」を中心とするセンター地

区と八ヶ岳南麓に 11 のスポット地区を設けています。 

そのほか、自然に親しみながら、野生の鳥や動物との共生や保護への関心を高めることを目的とした

「やまなし野鳥観察地」を 15 箇所、森林と親しめる場所として森林公園を 3 箇所、新たな人と森林と

の共生を模索し実現していく森づくりを目的とした「森林文化の森」を 12箇所整備しています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な自然とのふれあいの場の状況 
項目 内容 

八ヶ岳環

境と文化

のむら 

【センター地区】八ヶ岳自然ふれあいセンター 

【スポット地区】 

①水と風切の里（北杜市） ②清流と飛瀑の里（北杜市） 

③星空・青空集いの里（北杜市）④体験農場と清流の里（北杜市） 

⑤泉ライン名水と野鳥の里（北杜市） ⑥トチとミズナラと歴史の里（北杜市） 

⑦オオムラサキの里（北杜市） ⑧ふるさと歴史公園（北杜市） 

⑨すずらん池と水辺の里（北杜市） ⑩大滝名水と緑の里（北杜市） 

⑪馬場の里（北杜市） 

やまなし

野鳥観察

地 

①武田の杜（武田神社周辺）（甲府市） ②貢川及び荒川との合流点（甲府市） 

③西沢渓谷入口周辺（山梨市） ④乙女高原（山梨市） 

⑤シルクの里公園周辺（中央市） ⑥四尾連湖（市川三郷町） 

⑦三郡橋周辺（釜無川と笛吹川合流地域）（富士川町、市川三郷町、南アルプス市） 

⑧精進湖パノラマ台（富士河口湖町） ⑨県立なかとみ青少年自然の里周辺（身延町） 

⑩井富溜池、飛沢溜池周辺（北杜市） ⑪「フレンドパークむかわ」周辺（北杜市） 

⑫山中湖（山中湖村） ⑬河口湖（富士河口湖町）  

⑭三ツ峠（旧御坂峠口）（富士河口湖町、西桂町） ⑮大野貯水池（上野原市） 

森林公園 ①県民の森（南アルプス市） ②武田の杜（甲府市） ③金川の森（笛吹市） 

森林文化

の森 

①釜無水源の森（北杜市） ②八ヶ岳の森（北杜市） 

③瑞牆の森（北杜市） ④乙女高原の森（山梨市） 

⑤兜山の森（笛吹市） ⑥大菩薩の森（甲州市） 

⑦小金沢シオジの森（大月市） ⑧稲山ケヤキの森（笛吹市） 

⑨河口の森（富士河口湖町） ⑩十谷の森（富士川町） 

⑪本栖の森（身延町、富士河口湖町） ⑫思親山の森（南部町） 

【資料：やまなしの環境 2022】 

八ヶ岳環境と文化のむら 

(八ヶ岳自然ふれあいセンター) 

やまなし野鳥観察地 

(飛沢溜池) 

 

武田の杜保健休養林 

（森林セラピー） 
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 生物多様性の保全活動・情報・調査研究                       

◆生物多様性に関する保全活動・情報提供・調査研究の実施 

本県では、県民・事業者・市民団体・研究機関などの参加・連携、協働により、生物多様性に関する

保全活動を推進するとともに、情報提供、調査研究などを実施しています。 

 

生物多様性に関する保全活動・情報提供・調査研究の状況 
施策 内容 

保全 

活動 

自然監視員による監視 自然環境保全地区、自然記念物に対する条例違反行為の監視 

【一般県民ボランティア】 

鳥獣保護巡視員による管

理・巡回 

鳥獣保護区などの管理、鳥獣捕獲の状況調査・巡視活動など 

【市町村長が推薦した者等】 

山岳レインジャーによる指

導 

希少野生植物種の調査、高山帯に生息する野生動物の報告、登山

者へのマナー指導など（南アルプス国立公園など） 

【調査団体】 

希少野生動植物種の保護 アツモリソウ生育状況などの調査、巡視等、ヤマネ・ネズミ類・

コウモリ類の調査、2018 山梨県レッドリスト生育・生息状況調

査【専門員、調査団体】 

希少野生動植物保護活動へ

の補助 

希少野生動植物種の保護・保全対策に要する経費の補助 

【県内所在の NPO 法人、自治会、ボランティア団体等】 

地元 NPO との外来種駆除活

動 

地元協働の富士スバルライン沿線での外来植物駆除活動 

【市町村職員や NPO 法人等】 

富士山外来種防除マット設

置 

登山者の植物の種子を落とす外来種防除マット･ブラシ設置 

【富士スバルライン沿線 4 箇所】 

外来生物防除活動への補助 外来生物の防除活動に要する経費の補助 

【県内所在の NPO 法人、自治会、ボランティア団体等】 

行政担当者向け外来植物防

除講習会 

外来種対策の企画・立案を行えるような体制づくり、市町村が主

体的に外来種対策を行うための座学 

【道路管理者等の公共施設管理者及び環境部局担当者】 

一般向け外来植物防除講習

会 

地元で活動する人材の育成、座学及び現地指導（知識、見分け方、

効果的な防除方法）、市町村参加の連携体制 

【NPO 等民間団体、地元企業、JA、地域住民等】 

富士山外来植物ボランティ

ア指導講習会 

外来種についての啓発活動及び防除活動の指導、外来種の同定方

法の専門性の高い指導 

【市町村職員や NPO の方等】 

外来種のホームページでの

情報収集 

県民から外来種の生息状況及び駆除活動の情報収集、一元的把握 

【県民、県内所在の NPO 法人、自治会、ボランティア団体等】 

情報 

提供 

環境情報センター 

（富士山科学研究所） 

富士山の自然や地域の環境についての情報提供 

県ホームページ やまなしの森林、やまなしの環境、やまなし水政策ビジョン 

環境情報提供事業 

(環境ライブラリー事業) 

環境情報コーナーの設置､パネルやビデオテープの貸し出し 

郷土学習教材 

「ふるさと山梨」 

郷土学習教材「ふるさと山梨（小学校版・中学校版）」で自然環

境などについての情報提供 

調査・

研究 

富士山科学研究所 富士山及び周辺地域の自然環境と生物に関する調査・研究 

森林総合研究所 森林の生産、環境、資源利用の各分野の調査・研究 

衛生環境研究所 水質汚濁、環境指標生物などの調査・研究 

産業技術センター 鹿革「URUSHINASHIKA（ウルシナシカ）」の技術開発 

農業関係試験研究機関 総合農業技術センター、果樹試験場、畜産酪農技術センター、水

産技術センターにおける農業関係分野における調査・研究 

【資料：やまなしの環境 2022 ほか】 

4-2 
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◆山梨県と環境省生物多様性センターの協定締結 

本県は、環境省自然環境局生物多様性センターと「山梨県内における

生物多様性保全に関する調査活動等及び生物資料の管理に関する基本

協定書」を、2016（平成 28）年 1 月に締結しました。この協定は、山

梨県レッドデータブック作成などの生物多様性の保全に関する調査活

動及び生物資料の管理に係る取組に関して、両者が一層の連携を図るも

のとなっています。 

 

【協定の概要】 

 生物多様性センターの管理する標本収蔵庫などの施設の設備を山梨県に提供する 

 山梨県が生物多様性保全に関する調査活動などによって収集した生物種の生息地情報などを生物多様

性センターへ提供する 

 生物多様性センターは、県が実施した生物多様性保全に関する調査活動などによって収集された生物

標本を収蔵・管理し、その保存と活用を図る 

 

◆環境省「モニタリングサイト 1000」の県内サイト 13地点 

環境省は、2003（平成 15）年に「モニタリングサイト 1000」事業をはじめました。全国に 1,000 箇

所以上の調査サイトを設置し、基礎的な環境情報の収集を長期にわたって継続して、日本の自然環境の

質的・量的な劣化を早期に把握することを目的としています。 

本県では高山帯、森林・草原、里地、陸水域などの生態系ごとに 13地点のサイトがあります。 

 

モニタリングサイト 1000（山梨県サイトリスト：2023（令和 5）年度現在） 

生態系 調査名称 サイト名 市区町村名 

高山帯 高山帯調査 南アルプス（北岳） 南アルプス市 

富士山 富士吉田市、鳴沢村 

森林・草原 森林・草原調査 富士 南都留郡山中湖村 

陸生鳥類調査 四尾連湖 西八代郡市川三郷町 

精進湖登山道入口 南都留郡富士河口湖町 

武田の杜内健康の森 甲府市 

笛吹川支流濁川 甲府市 

鳴沢 南都留郡鳴沢村 

猿橋町藤崎 大月市 

里地 里地調査 愛宕山少年自然の家周辺の森 甲府市 

平林 桜池 南巨摩郡富士川町 

乙女高原 山梨市 

陸水域 湖沼調査 河口湖 南都留郡 

【資料：環境省生物多様性センター】 

環境省生物多様性センター 
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◆事業者による生物多様性の保全に関する取組 

山梨県内では多くの事業者により、生物多様性の保全に関する取組が実施されています。例えば、2023

（令和 5）年度から環境省により開始された「民間の取組などによって生物多様性の保全が図られてい

る区域」の認定制度による「自然共生サイト」が 1 箇所（1 事業所）あります。また、生物多様性に配

慮した取組を推進する企業の森づくり事例も多くみられ、市町村と協定を締結して様々な生物多様性の

保全に関する取組を推進する事業者も増加してきています。 

 
事業者などによる生物多様性の取組事例 

取組 概要 所在地 

環境省自然共生サ

イト 

自然共生サイトとして、日本製紙・鳳凰社有林が登録されている。

木材生産を目的とするのではなく自然環境保護、生物生態系の維

持継承、災害防止 及び地域社会への貢献などのため、現状維持を

原則とする環境林分として管理しています。 
【資料：環境省自然共生サイトホームページ】 

韮崎市 

やまなし森づくり

コミッション 

やまなし森づくりコミッションのコーディネートによる企業・団

体による森林整備を、私有林、町有林、市有林、県有林、財産区

有林などで実施しています。 

県内各地 

23 社 26 箇所 

パートナー協定 市と事業者によるグリーンパートナー協定やユネスコエコパーク

パートナー協定締結により、事業者による生物多様性の保全につ

ながる取組が進められています。 

南アルプス市 

企業の森などの取

組 

森林の整備、水源林の保全、荒廃農地の再生、自然観察会の開催、

外来種の駆除などの活動を実施しています。 

県内各地 

周辺自治体の水源

の森 

東京都や横浜市の水源林において、企業や団体・大学と連携した

森林整備、シカ被害対策、基金の設置、森の教室開催などの取組

が行われています。 

小菅村、丹波山

村、甲州市、 

道志村 

 
◆市町村による生物多様性の取組 

山梨県内では、まだ生物多様性地域戦略を策定した市町村がありません。しかし、各市町村では環境

基本計画などに基づいて自然観察会や希少野生動植物の保全活動、外来種防除対策、生物多様性に関す

る環境教育や情報提供が進められています。 
 
 

 

 生物多様性の保全に関する活動 
 

生物多様性の保全に関する活動が、県内各地で進められています。例えば、櫛形山では、地域の保

全団体や、地元の中高生と協働し、自然記念物のアヤメ群落の保全や原生林の保護、亜高山性植物群

落の保護、コメツガーダケカンバ林の保護などの活動が行われています。 

甘利山では自然を次の世代に確実に譲り渡すことを目的として、動植物の保護・保全、調査・研究、

自然観察会、校外学習サポートなど、幅広い活動が定期的に行われています。 

乙女高原では、昭和のはじめから草を肥料などにするため、草木を刈り、草原を維持してきました。

草が使われなくなった現在は、ボランティアによる草原保全活動として草刈りを引き継き、次の世代

に希少な自然環境を譲り渡すための活動が続けられています。 

【資料：山梨県ホームページ、甘利山倶楽部ホームページ、乙女高原ファンクラブホームページほか】 

 

コラム 
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2022（令和 4）年度に県政モニターアンケート「山梨県の環境に関するアンケート調査」を実施し、

生物多様性についての意識を調査しました。 

 
◆本県の自然環境についての満足度 

 本県の自然環境については、全ての分野において「やや満足」という回答が多数を占めました。 

総合した本県の自然環境については、「満足」「やや満足」を合わせると 79.5％の方がある程度の満足

を感じているという結果となりました。 
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49.1 
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3.9 

0.6 
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0.6 

0.9 

0.6 
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野や山など自然とのふれあい

水や水辺とのふれあい

土とのふれあい

野生の小鳥や昆虫、植物とのふれあい

総合した本県の自然環境

満足 やや満足

どちらともいえない やや不満

不満

 

本県の自然環境についての満足度 

 

◆生物多様性や生物多様性戦略についての認知度 

「生物多様性」について「内容も知っている」は 21.7％、「言葉を聞いたことはある」は 48.5％、「知

らなかった」は 28.9％でした。全国と比較すると、「内容も知っている」は本県の方が 7.7 ポイント低

い結果となりました。 

また、「山梨県生物多様性戦略」について「知っていた」（2.4％）はわずかであり、ほとんどの人が

「知らなかった」と回答しました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 県民の意識 

生物多様性の認知度 生物多様性戦略の認知度 

知っていた

2.4%

知らなかった

95.8%

無回答

1.8%
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29.4 

48.5 

43.2 

28.9 

26.5 
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1.0 

0% 50% 100%

山梨県

（2022年度）

全国

（2022年度）

内容も知っている

言葉を聞いたことはある

知らなかった

無回答
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◆よりよい環境の維持・創造のために行うことがよいと思うこと 

「環境の維持・創造のために県や市町村が行うことがよいと思うこと」については、「川や湖をきれ

いにするために下水道等の施設を整備すること」（23.6％）と「周辺の山・川などの自然環境の保全や

水辺環境を整備すること」（23.4％）が上位となりました。次いで、「学校等において、環境教育・学習

を行うこと」（15.8％）でした。 

23.6 

23.4 

15.8 

6.8 

6.4 

4.9 

4.8 

3.8 

3.1 

1.8 

0 5 10 15 20 25

川や湖をきれいにするために下水道等の施設を整備する

山・川などの自然環境の保全や水辺環境を整備する

学校等において、環境教育・学習を行う

公害を防止するため、自動車、工場などへの規制を行う

ごみの不法投棄を取り締まる

用途に応じた適切な土地利用を行う

廃棄物の最終処分場や再資源化施設を整備する

看板等の設置規制、電柱のない街並みを整備する

地球温暖化対策を行う

樹木や花などを身近に植え環境美化を行う

（％）

 
よりよい環境の維持・創造のために行うことがよいと思うこと（10位まで） 

 

◆環境基本計画のなかで特に重要だと思う施策 

「山梨県環境基本計画」のなかで重要だと考える施策は、「豊かな自然環境の保全」（25.0％）が最も

多く、「環境教育・環境学習の推進」（15.0％）でした。 
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豊かな自然環境の保全

環境教育・環境学習の推進

地球環境保全対策の推進

水環境の保全等の推進

富士山の環境保全対策の推進

地球温暖化対策の推進

廃棄物等の発生抑制等の推進

森林・緑地の保全等の推進

さわやかな生活環境の保全と創造

環境の保全に資する農業の促進

（％）

 
環境基本計画のなかで特に重要だと思う施策（10位まで） 
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 生態系                          
 

 課題 

奥山 ○ 気候変動による気温上昇により、一度植生が失われると回復が難しい可能性がある

ため、固有種の分布範囲の変化を調査し、対策を図っていく必要があります。 

○ ニホンジカの分布が拡大している地域があり、自然植生などへの影響が深刻化して

いるため、生態系に対して不可逆的な変化をもたらさない程度の生息数の維持に向

けた対策を行う必要があります。 

里地里山 ○ 民有林には所有者による手入れが行き届いていない人工林があるため、森林の整

備・保全を推進する必要があります。 

○ 農地の減少・荒廃による環境劣化が懸念されるため、荒廃農地の解消や水田（棚田

を含む）の保全・活用などにより、里地里山を生息・生育地としてきた動植物を保

全していく必要があります。 

河川・湖沼 ○ 自然環境との調和や生物多様性に配慮した河川整備を推進していく必要がありま

す。 

○ 特定外来生物に指定されている魚類の不法な放流が行われ、在来種への影響が発生

しています。なお、オオクチバスは漁業権により、適正に管理されている湖沼があ

りますが、今後、オオクチバスに依存しない漁場づくりが必要です。また、魚類以

外にも、特定外来生物に指定されている動植物が確認されているため、早急な対策

を実施していく必要があります。 

都市 ○ 都市部では身近に自然とふれあえる場所が少ない地域もあるため、生物多様性の豊

かな公園の整備が必要です。 

○ 都市部には緑地空間を増やし、動植物の生息・生育地を確保するだけでなく、温室

効果ガス吸収源対策にも貢献していく必要があります。 

保護地域・

OECM 

○ OECM の拡大を図るため、OECM認定制度の普及啓発が必要です。 

○ 保護地域について、質の向上を図っていく必要があります。 

希少種・天然

記念物 

○ 絶滅のおそれのある種の割合が増加しているため、希少種の保護・保全に向けた取

組を推進する必要があります。 

○ 学術上価値の高い天然記念物について、継続的に保護・管理していく必要がありま

す。 

外来種 ○ 外来種であることに対する認識不足による放逐や移動が行われ、特定外来生物をは

じめとする外来種の分布が拡大しているため、今後も防除の実施や外来種の被害予

防三原則「入れない」「捨てない」「拡げない」を徹底していく必要があります。 

○ 外来種の分布の広がりが把握しづらい状況のため、外来種の観測体制の強化を図る

必要があります。 

○ 生物の放流、ペット放逐などにより、遺伝的撹乱や生態系の改変などが懸念される

6-1 

第６節 生物多様性に関する課題 
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ため、外来種を拡げないための情報提供が必要です。 

野生鳥獣 ○ 野生鳥獣による農林業や生態系への影響が発生しているため、野生鳥獣の生息状況

や被害状況の把握、被害防止のための捕獲や情報提供、啓発、担い手育成などが必

要です。 

 

 生物多様性と社会経済活動                          
 

 課題 

生物多様性

と事業活動 

○ 大規模開発については環境影響評価に伴う環境配慮を徹底する必要があります。ま

た、環境影響評価の対象とならない開発行為でも、生物多様性への配慮を周知する

必要があります。 

○ 生態系に悪影響を及ぼすプラスチックごみの減量、回収、適正処理を徹底していく

必要があります。 

生物多様性

と産業 

○ 環境に配慮した農業を推進するとともに、世界農業遺産に認定された果樹農業シ

ステムなど、生物多様性に配慮した農業を推進していく必要があります。 

○ 生物多様性の恵みを持続的に活用した地場産業を振興していく必要があります。 

○ 人工林資源の循環利用による持続可能な森林の経営管理を行うことで、生物多様

性の保全、水源涵養、二酸化炭素の吸収などの多面的機能による「自然を活用し

た解決策（NbS）」としての効果を発揮していく必要があります。 

○ 自然環境の保全と持続可能な利用を両立する新しい観光の取組が進んでいるも

のの、環境への負荷を認識して行動する観光客はまだ少ない状況にあります。ユ

ネスコエコパークの活用のほか、生物多様性に配慮したエコツーリズム、ウェル

ネスツーリズム、レスポンシブルツーリズムなどを推進していく必要がありま

す。 

○ 気候変動や SDGs に配慮した事業活動に比べ、生物多様性に配慮した事業活動に

ついて十分に理解が深まっていません。今後は、世界的にも注目が集まっている

企業による生物多様性・自然資本に関する情報開示、グリーンファイナンス・ESG

投資、生物多様性に配慮した事業活動などを推進していく必要があります。 

気候変動 ○ 農林水産業、自然生態系、自然災害、県民生活・都市生活などの分野において、進

行しつつある気候変動に適応するための取組を推進する必要があります。 

○ 気候変動は生物多様性の危機のひとつであり、今後ますます生物多様性に悪影響を

及ぼすおそれがあることへの理解が十分ではありません。 
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 生物多様性に関する環境教育・保全活動                         
 

 課題 

生物多様性

に関する環

境教育 

○ 生物多様性に関する認知度が低く、生物多様性地域戦略についてはほとんど知られ

ていないため、生物多様性に関する情報提供や普及啓発を図る必要があります。 

○ 生物多様性に関する環境教育や人材の育成を実施していますが、今後も環境学習指

導者（やまなしエコティーチャー）の登録・活用や環境省生物多様性センター・富

士山科学研究所などあらゆる主体との連携、「八ヶ岳環境と文化のむら」などの自

然とのふれあい拠点を活用しながら、生物多様性に関する環境教育を推進していく

必要があります。 

保全活動・情

報・調査研究  

○ 本県では、今後も県民・事業者・市民団体・研究機関などの参加・連携、協働によ

る生物多様性に関する保全活動を推進するとともに、関係機関などと連携しなが

ら、情報提供や調査研究などを充実させていく必要があります。 

○ 県内に生息、生育する生物の種数・分布などの実態把握が不十分であるため、調査・

研究、調査データの保存・活用が求められています。 

○ 動植物（特に希少種）のモニタリング調査を継続し、そこで得られた情報を保全や

開発行為の際の配慮に生かせるような体制づくりが求められています。 

○ 県の生物多様性地域戦略の市町村への情報提供や、市町村の生物多様性に関する

取組の支援が必要です。 
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